
  





は し が き 

神奈川県では、平成10年２月から、県内景気の現状把握や将来予測に資する指標であ

る景気動向指数を毎月公表しています。 

平成18年度分からは、この指数の推移を１年度分とりまとめ、景気や経済を知るうえ

での基礎知識や資料を加えた年度報を発行しており、このたび「平成27(2015)年度神奈

川県景気動向指数年度報」を作成いたしました。 

具体的には、平成27年度における神奈川県景気動向指数の動き、県生産指数などの採

用指標の寄与度や変化の方向のほか、用語の解説や、日銀短観（企業短期経済観測調査

結果）神奈川県分など、県内景気を把握する上で重要な情報等を掲載しています。 

わが国の経済は、平成24年に始まったアベノミクスの取組の下、緩やかな回復基調が

続く一方で、世界経済のリスクの高まりや、国内需要に力強さが欠けていること等を背

景に一部に弱さもみられたところです。平成27年度の景気動向については、緩やかな回

復基調が続いているものの、一部に弱さがみられました。 

本県では、平成27年度を中心とする神奈川ＣＩ一致指数の動きをみますと、26年９月

以降は上昇傾向にありましたが、27年２月からは再び下降傾向となり、上昇を示す月は

あるものの、28年度に入っても下降傾向が続いています。特に、横浜港等輸出入通関実

績や県投資材出荷指数等の生産（産業）及び在庫関連の系列などが低下に寄与すること

が多くみられました。 

神奈川の景気を把握する資料として、この年度報が各方面で幅広く御利用いただけれ

ば幸いです。 

最後になりましたが、情報を提供していただきました各機関の皆様に厚くお礼を申し

上げます。 

 

  平成28年11月 

神奈川県統計センター所長 

濱野  潔  
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Ⅰ 平成２７年度の特徴 

Ⅱ 景気動向指数でみる景気の動き  



(1)  景気動向指数とは、生産、雇用など様々な経済活動での重要かつ景気に敏感に反

応する指標の動きを統合することにより、景気の現状把握及び将来予測に資するた

めに作成された指標です。 

(2)  内閣府経済社会総合研究所において全国の景気動向指数であるＣＩ（コンポジッ

ト・インデックス）とＤＩ（ディフュージョン・インデックス）を作成しており、

神奈川県では県版ＣＩとして「神奈川ＣＩ」を、県版ＤＩとして「ＫＤＩ」を作成

しています。 

(3)  本書では、内閣府が作成し公表する景気動向指数を「全国の景気動向指数」、全

国のＣＩを「全国ＣＩ」、全国のＤＩを「全国ＤＩ」として掲載しています。 

(4)  採用している基礎統計が確報値を公表するなどした場合、過去にさかのぼって改

訂します。 

(5)  本書に掲載の数値は、原則として平成28年８月31日現在のものを使用しており、

過去に公表した数値とは異なることがあります。 

＜利用上の注意＞ 
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月 月 

● 平成26年９月からは上昇傾向にありましたが、27年２月からは再び下降傾向となり、上昇を示す月は

あるものの、28年に入っても下降傾向が続きました。 

27年 28年 平成26年 

● 平成27年度の神奈川ＣＩ一致指数は、27年３月から28年３月までで、累積して2.4ポイント低下しま

した。採用系列のうち、特に横浜港等輸出入通関実績や投資財出荷指数などの生産(産業)・在庫関連

系列が低下に寄与しました。 

  ・寄与度は⇒p.４参照  ・構成指標（採用系列）は⇒p.21参照 

前月差 

（ポイント） 

神奈川ＣＩ一致系列の寄与度（累積） 

県大口電力使用量 

月 月 

28年 

注：グラフ中の「前月差の白抜き部分」は、マイナスを表している。 

県所定外労働時間指数 
-0.21 

1.48 

-0.88 

県生産指数 
-0.23 

県有効求人数 
0.68 

0.0 

前月差（累積） 

 平成27年３月を起点として 

 前月差を累積している。 

-1.61 
横浜港等輸出入通関実績 

神奈川ＣＩ一致指数

同・前月差 同前月差

県雇用保険初回受給者数 

県生産財出荷指数 

-0.66   

-2.4 

（ポイント） 

一致指数 

（平成22年=100） 

平成27年 

-0.94 
県投資財出荷指数 
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平成２７年度の特徴 Ⅰ 

● 累積指数は、景気の山・谷がグラフのみた目の山・谷と対応するため、景気動向が視覚的にみ

やすくなっています。 

● ただし、グラフ上の山の大きさや高さは景気の強弱や水準とは無関係です。 

● ＫＤＩ累積一致指数は、平成26年４月以降横ばい傾向でしたが、11月以降は上昇し、27年の３

月以降は下降傾向となりました。27年９月以降一旦上昇しましたが、年末に再び下降傾向とな

りました。 

  累積指数は⇒p.14参照 

1 神奈川県景気動向指数の概要 
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ＫＤＩ累積一致指数の長期的な動き 

● 神奈川ＣＩ一致指数は、平成20年９月のリーマン・ショック後、急激に低下しました。 

● 27年度の平均値は107.8となりましたが、リーマン・ショック前の19年度の平均値118.7と比較

すると、約９割の水準となっています。 

  リーマン・ショックは⇒p.10[注]参照 
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神奈川ＣＩ一致指数の長期的な動き 

網かけは神奈川県の景気後退期 
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網かけは神奈川県の景気後退期 
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全国

神奈川ＣＩと全国ＣＩの比較 

● 先行、一致、遅行の系列ごとに、神奈川県と全国の平成26年度から27年度の値をグラフにしました。 

● 神奈川県と全国の先行指数については、全国は26、27年度ともはほぼ横ばいですが、神奈川県は下降傾

向が続いています。一致指数、遅行指数では、概ね同じ傾向で推移しており、いずれの指数も大きな変

動はみられませんでした。 

２ 系列ごとの動き（神奈川ＣＩ） 
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平成27年 平成28年

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

指　数（H22年=100） 93.9 94.2 95.1 92.8 90.6 88.4 92.0 87.4 89.0 88.3 83.2 84.0 －

前月差（ポイント） -2.4 0.3 0.9 -2.3 -2.2 -2.2 3.6 -4.6 1.6 -0.7 -5.1 0.8 -12.3

L1 -1.79 1.93 -1.80 1.22 -0.51 1.34 -0.61 -2.41 1.86 -1.53 1.30 0.29 -0.71

L2 -0.13 0.04 1.97 -0.89 -0.94 0.37 1.24 -1.36 0.24 1.15 -0.29 -0.23 1.17

L3 0.19 -0.16 -0.30 0.93 -1.07 -0.36 1.87 -1.18 -0.20 1.02 -1.08 -1.26 -1.60

L4 0.56 -1.83 0.84 0.44 0.36 -0.52 -0.42 0.42 -0.12 -0.05 -0.42 1.26 0.52

L5 0.03 -0.01 -0.38 -1.42 0.57 -0.40 0.29 -0.76 0.03 0.61 -1.68 -0.46 -3.58

L6 -0.62 -0.39 0.24 -2.25 1.44 -0.77 1.22 1.11 0.11 -0.76 -2.27 1.03 -1.91

L7 -1.40 0.40 0.77 0.40 -0.34 -0.64 0.15 0.15 0.43 0.40 -0.42 -0.54 -0.64

L8 0.57 0.25 -0.58 -0.90 -1.79 -1.23 -0.34 -0.65 -0.82 -1.60 -0.25 0.51 -6.83

0.12 0.13 0.13 0.11 0.08 0.07 0.14 0.09 0.07 0.04 0.02 0.20 1.20

96.3 94.8 94.4 94.0 92.8 90.6 90.3 89.3 89.5 88.2 86.8 85.2 －

(前月差) -1.57 -1.53 -0.40 -0.37 -1.20 -2.23 -0.27 -1.06 0.20 -1.24 -1.40 -1.66 -12.73

99.3 98.2 97.1 95.7 94.5 93.0 92.4 91.5 90.8 89.8 88.4 87.5 －

(前月差) -1.38 -1.11 -1.11 -1.42 -1.14 -1.49 -0.61 -0.93 -0.74 -0.97 -1.38 -0.94 -13.22

平成27年 平成28年

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月
指　数（H22年=100） 108.5 108.7 108.4 108.7 108.0 107.5 109.9 109.2 107.0 107.0 105.2 105.9 －

前月差（ポイント） 0.2 0.2 -0.3 0.3 -0.7 -0.5 2.4 -0.7 -2.2 0.0 -1.8 0.7 -2.4

C1 -0.29 -0.05 0.11 -0.17 -0.14 0.13 0.97 -0.66 -0.26 0.24 -0.66 0.55 -0.23

C2 -0.09 0.05 0.01 -0.24 -0.26 0.22 0.36 -0.51 -0.50 0.67 -0.66 0.29 -0.66

C3 0.04 0.02 -0.19 0.63 -0.50 -0.22 -0.69 0.57 -0.44 0.58 -0.60 -0.08 -0.88

C4 0.35 -0.08 -0.26 -0.16 -0.03 -0.11 1.09 -0.77 -0.34 0.15 -0.78 0.00 -0.94

C5 0.04 0.18 -0.04 0.24 0.05 -0.06 0.19 0.20 0.12 -0.33 0.08 0.01 0.68

C6 0.28 0.06 -0.11 0.11 0.08 -0.24 0.50 0.17 -0.06 -0.36 0.48 0.57 1.48

C7 0.07 0.18 -0.12 -0.16 0.09 0.34 -0.05 0.07 -0.05 -0.69 -0.04 0.15 -0.21

C8 -0.11 -0.19 0.32 0.03 0.03 -0.54 -0.03 0.21 -0.64 -0.28 0.42 -0.83 -1.61

109.0 108.5 108.5 108.6 108.4 108.1 108.5 108.9 108.7 107.7 106.4 106.0 －

(前月差) -1.20 -0.47 0.03 0.07 -0.23 -0.30 0.40 0.40 -0.17 -0.97 -1.33 -0.37 -4.14

109.4 109.5 109.3 109.3 108.7 108.3 108.5 108.6 108.4 108.2 107.7 107.4 －

(前月差) 0.04 0.06 -0.22 -0.01 -0.59 -0.37 0.23 0.10 -0.24 -0.20 -0.50 -0.30 -2.00

平成27年 平成28年

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

指　数（H22年=100） 116.9 117.0 116.1 117.2 117.0 117.1 117.9 116.8 118.1 116.3 116.2 115.5 －

前月差（ポイント） -0.6 0.1 -0.9 1.1 -0.2 0.1 0.8 -1.1 1.3 -1.8 -0.1 -0.7 -2.0

Lg1 0.03 -0.32 -0.09 0.13 0.01 -0.05 -0.03 -0.08 0.05 -0.22 0.61 -0.23 -0.19

Lg2 -0.68 -0.05 -0.05 0.87 -0.17 0.03 0.29 0.06 0.54 -1.09 -0.58 0.53 -0.30

Lg3 0.05 0.11 -0.22 0.18 0.17 -0.09 0.31 -0.90 0.84 -0.85 -0.23 -0.62 -1.25

Lg4 -0.09 0.00 -0.07 -0.03 -0.20 0.24 -0.06 -0.11 -0.12 0.48 -0.62 -0.10 -0.68

Lg5 0.73 0.33 -0.50 0.05 -0.18 0.05 -0.22 -0.17 -0.11 0.17 0.41 -0.06 0.50

Lg6 -0.77 -0.16 -0.08 -0.35 0.12 -0.21 0.27 0.06 -0.08 -0.35 0.19 -0.28 -1.64

Lg7 -0.06 0.02 -0.05 0.13 -0.05 0.04 0.01 -0.05 0.15 -0.02 0.14 -0.31 -0.05

0.15 0.16 0.16 0.13 0.11 0.09 0.18 0.12 0.09 0.05 0.03 0.28 1.55

116.9 117.1 116.7 116.8 116.8 117.1 117.3 117.3 117.6 117.1 116.9 116.0 －

(前月差) 0.40 0.26 -0.46 0.10 0.00 0.33 0.23 -0.06 0.33 -0.53 -0.20 -0.87 -0.47

115.7 116.1 116.3 116.7 116.8 117.0 117.0 117.0 117.2 117.2 117.1 116.8 －

(前月差) 0.41 0.35 0.27 0.33 0.18 0.13 0.06 -0.02 0.16 0.03 -0.14 -0.22 1.54

累積

累積

累積

３か月後方移動平均

７か月後方移動平均

県最終需要財在庫率指数（逆）

県生産財在庫率指数（逆）

県新規求人数（除く学卒）

県新設住宅着工床面積

県乗用車新車新規登録・届出台数

消費者態度指数（関東）

県企業倒産件数（逆）

日経商品指数（42種）

一致指数トレンド成分

３か月後方移動平均

７か月後方移動平均

県生産指数（製造工業）

県生産財出荷指数

県大口電力使用量

県投資財出荷指数

県有効求人数（除く学卒）

県雇用保険初回受給者数（逆）

県所定外労働時間指数（計）

横浜港等輸出入通関実績

３か月後方移動平均

７か月後方移動平均

県在庫指数（製造工業）

県普通営業倉庫保管残高

県常用雇用指数（計）

県有効求職者数（除く学卒）（逆）

家計消費支出

消費者物価指数（横浜市・除く 帰属家賃）

県内銀行貸出約定平均金利

一致指数トレンド成分

２ 系列ごとの動き（神奈川ＣＩ） 

● 寄与度とは、ＣＩの前月からの変化（前月差）が、各採用系列からどの程度もたらされたのかを示し

た数値です。表の網かけは、数値がマイナスであることを表しています。 

L5：普通車、小型車及び軽自動車の合計  C8：横浜港・川崎港・横須賀港の貿易額（輸出入額）合計、円ベース  Lg5：勤労者世帯・関東大都市圏 

（逆）：逆サイクル  （計）：調査産業計   累積：平成26年３月を起点として前月差を累積 

一致指数トレンド成分：先行指数と遅行指数は、作成する際に一致指数の採用系列の過去のデータから算出した長期的

傾向（トレンド）を用いるため、一致指数トレンド成分の寄与度を表示している。 

 ・後方移動平均は⇒p.９[指数の見方(ＣＩ)]，p.11[参考]参照  ・逆サイクルは⇒p.８[参考]参照  

神奈川ＣＩ寄与度 

［遅行指数］ 

［一致指数］ 

［先行指数］ 

平成２７年度の特徴 Ⅰ 
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0.0
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全国

0.0

50.0

100.0
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神奈川県

全国

0.0

50.0

100.0

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

神奈川県

全国

ＫＤＩと全国ＤＩの比較 

● 先行、一致、遅行の各系列ごとに、神奈川県（ＫＤＩ）と全国の平成26年度から27年度の値を表とグラ

フにしました。表の網かけは指数が50％未満の月です。 

● 神奈川県と全国の指数は、概ね同方向で推移しています。 

３ 系列ごとの動き（ＫＤＩ） 

（単位:％） 

（単位:％） 

（単位:％） 

月 月 

27年 28年 平成26年 

月 月 

27年 28年 平成26年 

月 月 

27年 平成26年 

平成26年 27年 28年

4月 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

KDI 12.5 37.5 25.0 50.0 50.0 37.5 50.0 50.0 62.5 56.3 50.0 37.5 50.0 37.5 50.0 50.0 25.0 25.0 62.5 31.3 37.5 62.5 50.0 37.5

全国DI 9.1 18.2 27.3 54.5 63.6 54.5 36.4 45.5 45.5 63.6 72.7 50.0 63.6 81.8 90.9 45.5 45.5 18.2 36.4 27.3 36.4 45.5 27.3 31.8

平成26年度 平成27年度

平成26年 27年 28年

4月 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

KDI 25.0 25.0 37.5 50.0 50.0 56.3 37.5 62.5 50.0 81.3 62.5 37.5 25.0 50.0 43.8 37.5 37.5 25.0 75.0 75.0 37.5 25.0 12.5 37.5

全国DI 20.0 20.0 10.0 50.0 30.0 75.0 80.0 70.0 45.0 80.0 80.0 50.0 40.0 45.0 90.0 20.0 55.0 30.0 55.0 50.0 20.0 30.0 20.0 40.0

平成26年度 平成27年度

平成26年 27年 28年

4月 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

KDI 50.0 71.4 57.1 42.9 42.9 28.6 64.3 50.0 50.0 50.0 85.7 85.7 71.4 64.3 35.7 57.1 64.3 71.4 57.1 42.9 71.4 28.6 71.4 42.9

全国DI 66.7 61.1 61.1 72.2 55.6 50.0 44.4 66.7 66.7 66.7 55.6 72.2 66.7 50.0 77.8 50.0 44.4 33.3 33.3 44.4 55.6 50.0 44.4 66.7

平成26年度 平成27年度

［一致指数］ 

［遅行指数］ 

［先行指数］ 

神奈川県 

全国 

神奈川県 

全国 

神奈川県 

全国 

28年 
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● ＤＩでは、採用系列それぞれ３か月前の数値との比較で、改善していれば＋（プラス）、悪化してい

れば－（マイナス）、変化がない保合い（もちあい）の時には０と変化方向を評価し、採用系列数に

対するプラス（拡張系列）の数の割合を求めています。マイナス評価は網かけ表示としています。 

３ 系列ごとの動き（ＫＤＩ） 

平成２７年度の特徴 Ⅰ 

平成27年 平成28年

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

L1 県最終需要財在庫率指数（逆） － － － ＋ － ＋ ＋ － － － ＋ ＋ ５ ０ ７

L2 県生産財在庫率指数（逆） － － ＋ ＋ － － ＋ ０ － － ＋ ＋ ５ １ ６

L3 県新規求人数（除く学卒） ＋ ＋ ＋ ＋ － － ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ － ９ ０ ３

L4 県新設住宅着工床面積 ＋ － － － ＋ ＋ － － － ＋ － ＋ ５ ０ ７

L5 県乗用車新車新規登録・届出台数 － ＋ ＋ － － － ＋ － － ＋ － － ４ ０ ８

L6 消費者態度指数（関東） ＋ － － － － － ＋ ＋ ＋ ＋ － － ５ ０ ７

L7 県企業倒産件数（逆） － － － ＋ ＋ － － － ＋ ＋ ＋ － ５ ０ ７

L8 日経商品指数（42種） ＋ ＋ ＋ － － － － － － － － － ３ ０ ９

拡張系列数 4 3 4 4 2 2 5 2.5 3 5 4 3

採用系列数 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8

先 行 指 数（％） 50.0 37.5 50.0 50.0 25.0 25.0 62.5 31.3 37.5 62.5 50.0 37.5

平成27年 平成28年

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

C1 県生産指数（製造工業） － － － － － － ＋ ＋ － － － ＋ ３ ０ ９

C2 県生産財出荷指数 － － － － － － ＋ ＋ － － － ＋ ３ ０ ９

C3 県大口電力使用量 － － － ＋ － － － － － ＋ － － ２ ０ １０

C4 県投資財出荷指数 － ＋ ０ － － － ＋ ＋ ＋ － － － ４ １ ７

C5 県有効求人数（除く学卒） ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ － － １０ ０ ２

C6 県雇用保険初回受給者数（逆） － ＋ ＋ － ＋ － ＋ ＋ ＋ － ＋ ＋ ８ ０ ４

C7 県所定外労働時間指数（計） ＋ ＋ ＋ － － ＋ ＋ ＋ － － － － ６ ０ ６

C8 横浜港等輸出入通関実績 － － － ＋ ＋ － － － － － － － ２ ０ １０

拡張系列数 2 4 3.5 3 3 2 6 6 3 2 1 3

採用系列数 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8

一 致 指 数（％） 25.0 50.0 43.8 37.5 37.5 25.0 75.0 75.0 37.5 25.0 12.5 37.5

平成27年 平成28年

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

Lg1 県在庫指数（製造工業） ＋ ０ － － ＋ ＋ － － － － ＋ ＋ ５ １ ６

Lg2 県普通営業倉庫保管残高 ＋ － － ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ － － － ７ ０ ５

Lg3 県常用雇用指数（計） ＋ ＋ ０ ＋ ＋ ＋ ＋ － ＋ － ＋ － ８ １ ３

Lg4 県有効求職者数（除く学卒）（逆） ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ １２ ０ ０

Lg5 家計消費支出 ＋ ＋ ＋ － － － － － － － ＋ ＋ ５ ０ ７

Lg6 消費者物価指数（横浜市・除く帰属家賃） － － － － － － ＋ ＋ ＋ － － － ３ ０ ９

Lg7 県内銀行貸出約定平均金利 － ＋ － ＋ ０ ＋ － － ＋ ＋ ＋ － ６ １ ５

拡張系列数 5 5 2.5 4 4.5 5 4 3 5 2 5 3

採用系列数 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7

遅 行 指 数（％） 71.4 64.3 35.7 57.1 64.3 71.4 57.1 42.9 71.4 28.6 71.4 42.9

変化方向の集計

プラス 保合い
マイ

ナス

変化方向の集計

プラス 保合い
マイ

ナス

変化方向の集計

プラス 保合い
マイ

ナス

ＫＤＩ変化方向表 

［一致指数］ 

［遅行指数］ 

［先行指数］ 

L5：普通車、小型車及び軽自動車の合計  C8：横浜港・川崎港・横須賀港の貿易額（輸出入額）合計、円ベース  Lg5：勤労者世帯・関東大都市圏 

（逆）：逆サイクル  （計）：調査産業計 

 ・逆サイクルは⇒p.８[参考]参照  
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景気動向指数の概要 

景気の変動は、私たちが暮らす経済社会の中

に、意図したわけでもないのに自然に存在する経

済の動向の一つといえます。 

多くの研究者や実務家が景気循環や経済予測を

探究していますが、経済の秩序を解明し、景気の

先行きをつかむことは、株価を予測することと同

じほど困難ともいわれています。このような中で

景気動向指数は、景気の現状把握や将来予測に資

するために作成されています。 

景気動向指数とは、生産、雇用など様々な経済活

動での重要かつ景気に敏感に反応する指標の動きを

統合し、単一の指標によって景気を把握しようと

するものです。作成の簡便さや速報性に優れるこ

とが特徴ですが、ＧＤＰ（国内総生産）のよう

に、非常に多くの経済指標を用い経済活動を総合

的に把握する中で景気を捉えようとするものでは

ないことに留意する必要があります。 

景気動向指数は、景気の山、景気の谷といった

景気転換点（景気基準日付といいます）を判定す

るためにも用いられています。なお、景気基準日

付の設定には長期の移動平均をとる必要があるた

め、その年月から少なくとも１年以上遅れて設定

しています。 

・景気基準日付は⇒p.11，p.13参照  

ＣＩとＤＩ 

景気動向指数には、ＣＩ（コンポジット・イン

デックス）とＤＩ（ディフュージョン・インデック

ス）の２種類があります。 

ＣＩは採用系列の動き（変化量）を合成すること

で過去と比較した相対的な景気変動の大きさや勢い

を測定することを目的としています。ＤＩは採用系

列のうち改善した系列の割合を算出することで景気

の各経済部門への波及の度合いを測定することを目

的としており、景気が拡張局面なのか後退局面なの

かといった景気の方向性を示します。 

４ 景気動向指数の見方 

景気循環と景気動向指数 

経済活動には、右図のように活発なときと停滞

するときがあり、景気が良いときと景気が悪いと

きが繰り返されています。このことを景気循環や

景気変動と呼びます。 

景気の転換点である、景気の谷から次の景気の

谷までを、景気の１循環といいます。この１循環

の間に景気の拡張局面と後退局面があります。 

拡張局面を回復期と拡張期に分け、後退局面を

後退期と不況期に分ける４局面の見方があります

が、景気動向指数では景気循環を拡張と後退の２

局面で分類しています。 

なお、景気転換点となった年月を景気基準日付

といいます。 

 作成方法 目的 

ＣＩ 
採用系列の動き（変化
量）を合成 

景気変動の大きさや勢
いを測定 

ＤＩ 
採用系列のうち改善した
指標の割合算出 

景気の各経済部門への
波及度を測定 

景気変動 

景気の山 
(景気基準日付) 

景気の谷 
(景気基準日付) 

拡張局面 後退局面 

１循環 
時間 

［景気循環図］ 

景気の谷 
(景気基準日付) 

全国の景気動向指数のＣＩとＤＩは、内閣府にお

いて公表しています。神奈川県では、県版ＣＩを神

奈川ＣＩとし、県版ＤＩをＫＤＩとして公表してお

り、内閣府の作成方法に準拠しながら、その採用系

列を独自に選定して作成しています。神奈川県景気

動向指数の採用系列は、先行指数が８系列、一致指

数が８系列、遅行指数が７系列の合計23系列として

いましたが、平成28年９月に改定を行っています。 

・神奈川県景気動向指数の採用系列は⇒p.21参照 

・先行指数、一致指数、遅行指数は次項を参照 
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３つの指数 

景気動向指数にはＣＩとＤＩの２種類があります

が、それぞれ景気に対し先行して動く先行指数、ほ

ぼ一致して動く一致指数、遅れて動く遅行指数の３

本の指数があります。 

景気の現状把握に一致指数を利用し、先行指数

は、一般的に、一致指数に数か月先行することか

ら、景気の動きを予測する目的で利用します。遅行

指数は、一般的に、一致指数に数か月から半年程度

遅行することから、事後的な確認に用います 。 

そのため、一般的

には一致指数と先行

指数が注目されま

す。 

指数の作成方法 

景気動向指数は、①景気と対応性のある統計を

選定し、②季節的変動を除去したうえで、③ＣＩ

とＤＩそれぞれ次の方法により算出します。 

ＣＩ（コンポジット・インデックス） 

採用系列それぞれの前月からの変動を、過去の

平均的な変動と比較することによって基準化し、

それらの平均を求めて合成し、指数化します。 

詳しい計算方法は内閣府のホームページで確認

することができます。 

⇒http://www.esri.cao.go.jp/jp/stat/di/menu_di.html 

ＤＩ（ディフュージョン・インデックス） 

各採用系列の数値を、３か月前の数値と比較し

て、増加したときは＋（プラス）、減少したとき

は－（マイナス）、変化がない保合い（もちあい）

の時には０とし、先行、一致、遅行の系列ごとに、

採用系列数に占めるプラス(拡張系列)の数の割合を

求めます。この割合がＤＩになります。 

４ 景気動向指数の見方 

景気動向指数でみる景気の動き Ⅱ 

ＤＩ＝拡張系列数／採用系列数×100（％） 
（保合いの場合は0.5としてカウント） 

季節調整とは 

統計調査等によって集計された値は、そのままで

は毎年季節的に繰り返される規則的な増減を含んで

います。例えば、天候や気温などの自然要因や、

ボーナス、決算月、夏休みなどの社会的制度・慣習

による要因です。これらを季節変動と呼びます。 

景気変動をより的確に把握するためには、季節変

動を除去することが必要です。これを季節調整と呼

んでいます。 

季節調整の手法は種々存在しますが、日本の官公

庁の統計ではアメリカ商務省センサス局が開発した

「X-12-ARIMA」が多くの場合用いられています。 

内閣府の景気動向指数と同様に、神奈川県景気動

向指数では、統計の作成元が季節調整値を公表して

いない場合には、原則として「X-12-ARIMA」によ

り、独自に季節調整を行い利用しています。ただ

し、指標によっては、季節的な要因による変動が少

ないと考えられるものや、前年同月比のほうが景気

変動を捉えやすいものもあるため、個々の指標ごと

に最適と考えられる方法を選んでいます。 

・個別の指標の季節調整方法は⇒p.21参照 

・X-12-ARIMAについては⇒p.22[参考]参照  

先行指数 
景気に先行して動く 

<動きを予測> 

一致指数 
景気に一致して動く 

＜現状把握＞ 

遅行指数 
景気に遅れて動く 

＜事後的な確認＞ 

統計指標の多くは毎月不規則に増減を繰り返しな

がら、基調としては増加、もしくは減少といった動

きを示します。 

そのため、このような不規則変動の影響を緩和さ

せるため、ＤＩでは、前月の数値との比較ではな

く、３か月前の数値と比較しています。 

詳しくは⇒p.９[指数の見方(ＣＩ)]参照 

  

企業倒産件数など、景気が良ければ減少

し、悪ければ増加する性質のある指標を逆

サイクルと呼んでいます。 

逆サイクルの指標については、景気動向

指数を算出する際、符号を逆転させます。

これにより、景気と同方向に動く指標とし

て扱うことができます。 

参考：逆サイクルについて 
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４ 景気動向指数の見方 

指数の見方 

ＣＩ（コンポジット・インデックス） 

ＣＩは、一般的に、ＣＩ一致指数が上昇してい

る時は景気の拡張局面で、低下している時は後退

局面であり、ＣＩ一致指数の動きと景気の転換点

（景気の山・谷）は概ね一致します。 

また、ＣＩ一致指数の変化の大きさを過去のも

のと比較して、景気の拡張又は後退の変動の大き

さや勢いを読み取ります。 

ただし、例えば景気の拡張局面においても、Ｃ

Ｉ一致指数が単月で低下するなど、不規則な動き

も含まれていることから、移動平均値をとること

により、ある程度の期間の月々の動きをならし

て、その基調的な動きを読み取る必要がありま

す。毎月公表している速報の統計表には、足元の

基調の変化をつかみやすい３か月後方移動平均

と、足元の基調の変化が定着しつつあることを確

認する７か月後方移動平均をあわせて掲載してい

ます。 

景気の基調をみるうえでは、経済活動の拡張

（又は後退）がある程度の期間、持続している

か、またある程度の大きさで変化しているかが重

要です。したがって、ＣＩ一致指数が続けて上昇

（又は下降）していても、その期間が極めて短い

場合は、拡張（又は後退）と見なすことは適当で

はありません。また、ＣＩ一致指数がこれまでの

基調と逆方向に十分に振れてから、その基調が変

化したと見なします。 

・後方移動平均は⇒p.４，p.11[参考]参照 

・ＣＩ一致指数から読み取る景気局面⇒p.11参照 

 ＤＩ（ディフュージョン・インデックス） 

ＤＩは採用系列のうち改善している系列の割合

を算出することで、景気の各経済部門への波及の

度合いを表します。 

月々の振れがあるものの、一般的には、景気の

拡張期にはＤＩ一致指数が50％を上回る期間が多

くなり、50％を下回る期間が連続すると後退期の

可能性があります。 

なお、ＤＩは、景気の拡張がどれだけ多くの経

済活動の分野に波及したかを示す指標であり、景

気変動の強さや景気水準を表すものではありませ

ん。このため、現実の経済活動の中で感じられる

実感とは異なることがあります。 

ＣＩとＤＩの違い 

ＤＩは景気の各経済部門への波及の度合いを表

す指標ですので、各採用系列が大幅に拡張して

も、小幅に拡張しても、拡張した系列の割合が同

じならば同じＤＩが計測されます。ＣＩは景気の

強弱を定量的に計測する指標ですので、ＤＩが同

じ数値で計測されたとしても、各採用系列が大幅

に拡張していればＣＩは大幅に上昇し、各採用系

列が小幅に拡張しているならばＣＩは小幅に上昇

します。 

このように、ＣＩは、ＤＩでは計測できない景気

の山の高さや谷の深さ、拡張や後退の勢いといった

景気の「量感」を計測することができます。 

一方、ＤＩが異なる数値で計測されたとして

も、多くの採用系列で小幅に拡張した時と、一部

の系列が大幅に上昇した時とで、同じＣＩの上昇

幅が得られる場合があります。このように、ＣＩ

の変化幅そのものからは経済部門の相違を把握す

ることが難しいため、ＣＩの変化幅に対する各採

用系列の寄与度やＤＩをあわせて利用します。 

この「ＣＩとＤＩの違い」について、次項におい

て、神奈川ＣＩとＫＤＩとの比較を行い、具体的に

説明しています。 

・寄与度は⇒p.４参照 

指数の動き 

景気の山 
景気の谷 

拡張局面 後退局面 

時間 

景気の谷 

50％ 

0％ 

100％ 

時間 

［ＣＩとＤＩの動き］ 

上昇する 低下する 

50％超え

が多い 

50％割れ

が多い 

※ それぞれの一致指数の動き

をイメージ化しています。 

指数の動き 

ＣＩ 

ＤＩ 

（基調的な動きは月々の動きをならして読む） 

谷 山 谷 
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0.0
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62.5
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75.0
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75.0
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0.0
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

景気動向指数でみる景気の動き Ⅱ 

神奈川ＣＩとＫＤＩとの比較 

下の２つのグラフは、平成20年１月から21年12月

の期間を例として、ＫＤＩ一致指数と神奈川ＣＩ一

致指数前月差の推移を表しています。 

平成20年９月はリーマン・ショック注が起きた月

です。ＫＤＩ一致指数では、20年10月から景気の

谷である21年４月まで、すべての月で「0.0％」、

「12.5％」と同じような指数が並んでいます。 

ＤＩ一致指数が、50％を大きく下回り続けてい

ますので、景気が後退していることはわかります

が、各月の違いについてはわかりません。 

一方、神奈川ＣＩ一致指数では、20年10月から

12月にかけて落ち込みのテンポが厳しくなり、21

年１月、２月で下落のテンポが少し緩やかにな

り、３月では単月ですが上昇に転じ、４月もこれ

までに比べると下落のテンポは非常に小さくなっ

ています。 

このように、神奈川ＣＩからは景気変動の大きさ

やそのテンポ（勢い）がわかり、景気の方向を示す

ＫＤＩとあわせて利用することにより、県内景気の

動向をより把握しやすくなります。 

月 月 

平成20年 平成21年 

月 

月 月 

平成20年 平成21年 

月 

［神奈川ＣＩ一致指数（前月差）］   

［ＫＤＩ一致指数］ 

（ポイント） 

（％） 

リーマン・ショック（H20.9） 

４ 景気動向指数の見方 

 注: リーマン・ショック 

アメリカの大手証券会社リーマン・ブラザーズが、平成20年９月15日に連邦破産法第11条の

適用を裁判所に申請。アメリカ史上最大の倒産とされ、世界的な金融危機の引き金となった。 

<比較例> 

リーマン・ショック（H20.9） 

各月の景気変動の大きさや

勢いがわかる 

各月の違いはわからない 
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景気基準日付（景気転換点） 

景気基準日付とはいわゆる景気の山、谷のこと

で、景気の転換点とされます。 

景気転換点は、主要経済活動の中心的な転換点と

位置づけられ、景気が拡張から後退に転ずる転換点

が景気の山で、景気が後退から拡張へ転ずる転換点

が景気の谷です。神奈川県では、内閣府が設定して

いる景気基準日付と同様に、神奈川県における景気

循環の局面判断や各循環における経済活動の比較な

どのため神奈川県景気基準日付を設定しています。 

景気基準日付の設定 

景気基準日付の設定にあたっては、一致指数の個

別系列のうち過半がピーク（ボトム）をつけたこと

を景気の山（谷）の判定の根拠とします。具体的に

は、一致指数の各系列からヒストリカルＤⅠを作成

します。その際、個別系列の山（ピーク）や谷（ボ

トム）の設定は、米国の全米経済研究所(NBER)で開

発されたブライ・ボッシャン法により行います。 

さらに、景気基準日付は、景気動向指数以外の経

済指標も利用し、学識者などから構成される神奈川

県景気動向指数検討委員会にて検証したうえで設定

しています。 

なお、ヒストリカルＤＩは一致指数の各指標の長

期移動平均をもとに作成するため、実際には山や谷

を過ぎてから１年以上後に景気基準日付の設定をす

ることになります。 

・ヒストリカルＤＩ、ブライ・ボッシャン法に      

ついては⇒p.45参照 

ＣＩ一致指数から読み取る景気局面 

毎月公表しているＣＩ一致指数の動きからでも、

ある程度は景気局面を読み取ることができます。 

ＣＩ一致指数の３か月後方移動平均が上昇してい

る局面から、低下へ切り替わってくると、景気が足

踏み状態になっている可能性があり、さらに、７か

月後方移動平均が低下へ切り替わってくると、すで

に景気が拡張期から後退期に転換したのではないか

と想定されます。 

また逆に、ＣＩ一致指数の３か月後方移動平均が

低下している局面から、上昇へ切り替わってくる

と、景気が下げ止まり状態になっている可能性があ

り、さらに、７か月後方移動平均が上昇へ切り替

わってくると、すでに景気が後退期から拡張期に転

換したのではないかと想定されます。 

 

神奈川県景気動向指数の公表 

神奈川県景気動向指数は、月報として当月分を

翌々月の月末に公表しています。公表は、記者発

表するほか、神奈川県のホームページ（URLは巻末

参照）への公開などによって行っています。 

ＫＤＩの公表を開始したのは平成10年２月（平

成９年11月分）で、以降、毎月公表しています。 

神奈川ＣＩは、20年６月内閣府においてＤＩか

らＣＩ中心の公表形態へ移行したことを契機に、

ＫＤＩを補完する参考指標として、23年１月（22

年11月分）より一致指数のみで公表を開始しまし

た。 

その後、25年３月に実施した採用系列の改定（入

替え）により神奈川ＣＩのパフォーマンスが向上し

たことから、神奈川県もＫＤＩから神奈川ＣＩ中心

の公表形態へ移行するとともに、ＣＩ先行指数及び

ＣＩ遅行指数の公表を25年３月（25年１月分）より

開始しました。なお、ＫＤＩも景気の波及度を把握

するための重要な指標ですので、引き続き公表して

います。  

遡及改訂について 

神奈川県景気動向指数で公表した値は、数値の

連続性を保つため、採用系列の基準改定や年間補

正、また季節調整値の再計算などに応じて、過去

にさかのぼって改訂しています。 

例えば、工業生産指数は、毎年６月頃に前年１月

～12月までの数値を補正しています。また、毎月勤

労統計調査では、対象事業所の抽出替えの際に指数

のギャップ修正をします。これらに応じて神奈川県

景気動向指数も遡及改訂を行っています。 

・季節調整値の再計算は⇒p.22[参考]参照  

４ 景気動向指数の見方 

  

後方移動平均とは、今月値を含み過去（後方）

へ向かって平均値を算出することを指します。 

例えば、３か月後方移動平均とは、前々月値か

ら今月値までの計３か月分の平均値です。 

３か月後方移動平均値＝ 

  （前々月値＋前月値＋今月値）÷３ 

７か月後方移動平均値＝ 

 （当月より前の６か月分の値の合計 

           ＋今月値）÷７ 

参考：後方移動平均について 
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全国の景気動向指数 

全国の景気動向指数は、内閣府経済社会総合研

究所の景気統計部が作成しています。 

公表は月次で、翌々月の上旬に速報を、中旬頃

に改訂状況を公表しています。 

全国の景気動向指数には、神奈川県景気動向指

数と同様に、ＣＩとＤＩがあり、先行系列11系

列、一致系列10系列、遅行系列９系列の合計30系

列からなります。 

・全国の個別系列については⇒p.24参照  

神奈川県景気動向指数の採用系列との関係 

景気動向指数に採用している個別系列の数は、

全国が30系列であるのに対して神奈川県景気動向

指数は23系列と少なくなっていますが、これは県

域や地域単位で得られる月次の長期的な統計資料

が全国のものに比べて極端に少ないためです。 

このため神奈川県景気動向指数は全国のように

各経済分野を代表する指標を網羅する構成とは

なっていませんが、より景気動向を敏感に反映す

ると考えられる指標を採用しています。 

なお、神奈川県では平成28年９月に改定し、21

系列となっています。 

  

景気判断 

景気が良い悪いといったコメントを景気判断と

呼んでいます。官公庁による景気判断のある代表

的な報告書は次のとおりです。いずれもインター

ネット等から入手できます。 

注：表中のホームページアドレスは、本資料作成時点のものです。 

 

・各報告書の27年度の景気判断は⇒p.51～52参照 

 

経済主体の分類 

財・サービスの取引による実体経済を捉えよう

とする場合、次のような分類とそれらの関係が手

がかりになります。 

 
分類 

 ●財・サービスを需要する主体の分類 

  ・家計（消費者）による日用品ほか最終消費 

  ・企業による設備投資、建設投資など 

  ・政府による公共投資、最終消費 

  ・輸出＝諸外国からの需要（外需） 

 ●財・サービスを供給する主体の分類 

  ・企業による生産活動 

  ・諸外国からの輸入 

 ●生産活動を通じた所得分配の分類 

  ・労働者の所得 

  ・配当や利子などの財産所得 

  ・企業の所得 

  ・再生産のための減価償却 

 ●雇用・労働の分類 

  ・企業による求人＝労働需要 

  ・家計（消費者）による労働＝労働供給 

・神奈川県の経済規模については⇒p.42[参考]参照 

 
 

上記の分類による経済主体は相互に影響しあい

ます注1。その中で一つの方向性をみるならば、需

要の大きさが生産水準を決定し、生産が労働需要

を生み出し、あわせて所得を形成します。その所

得が分配され新たな消費や投資などの需要を生み

出し、再び生産活動へとつながります。 

 

神奈川県景気動向指数との関係 

 一般的には、景気の実感は家計の消費や雇用の

状況に依存します。一方、雇用や(消費を支える)

所得は生産活動から大きな影響を受けるため、神

奈川県景気動向指数の一致系列には生産関連の指

標を複数採用しています。雇用者数注2や家計消費

支出は、遅行系列に採用しています。 

 ・個別系列の経済分野別分類は⇒p.24参照 

 

 

 注１:参考資料[日本銀行経済統計研究会編「経済指標

の見方・使い方」東洋経済新報社] 

 注２:遅行系列に採用している県常用雇用指数を指す。 

 

  

５ 景気動向をみる手がかり 

神奈川県内分 

 
神奈川県金融経済概況（日本銀行横浜支店） 

 http://www3.boj.or.jp/yokohama/shiryou/gaikyou.html 

 
神奈川県の経済情勢報告(関東財務局横浜財務事務所)   

 http://kantou.mof.go.jp/yokohama/keizai/index.htm 

全国分 

 
月例経済報告（内閣府） 

 http://www5.cao.go.jp/keizai/index.html 

 
金融経済月報（日本銀行） 

 http://www.boj.or.jp/mopo/index.htm/ 

景気動向指数でみる景気の動き Ⅱ 
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谷 山 谷 拡張 後退 全循環

S55. 6 S58. 2 32か月

S58. 2 S60. 6 S61.12 28か月 18か月 46か月 第10循環 １か月長い

S61.12 H 3. 3 H 6. 2 51か月 35か月 86か月 第11循環 ３か月長い

H 6. 2 H 9. 6 H11. 7 40か月 25か月 65か月 第12循環 ２か月長い

H11. 7 H12.12 H14. 2 17か月 14か月 31か月 第13循環 ５か月短い

H14. 2 H20. 4 H21. 4 74か月 12か月 86か月 第14循環 ０か月(同じ)

H21. 4
H24. 1
暫定

H24.12
暫定

33か月 11か月 44か月 第15循環 ０か月(同じ)

40.5か月 19.2か月 59.7か月

谷 山 谷 拡張 後退 全循環 拡張期 後退期

第１循環 S26. 6 S26.10  4か月 特需景気 　

第２循環 S26.10 S29. 1 S29.11 27か月 10か月 37か月 　

第３循環 S29.11 S32. 6 S33. 6 31か月 12か月 43か月 神武景気 なべ底不況

第４循環 S33. 6 S36.12 S37.10 42か月 10か月 52か月 岩戸景気 転換型不況

第５循環 S37.10 S39.10 S40.10 24か月 12か月 36か月 ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ景気 構造不況

第６循環 S40.10 S45. 7 S46.12 57か月 17か月 74か月 いざなぎ景気 　

第７循環 S46.12 S48.11 S50. 3 23か月 16か月 39か月 列島改造景気 第1次石油危機不況

第８循環 S50. 3 S52. 1 S52.10 22か月  9か月 31か月 　 ミニ不況

第９循環 S52.10 S55. 2 S58. 2 28か月 36か月 64か月 　 第2次石油危機不況

第10循環 S58. 2 S60. 6 S61.11 28か月 17か月 45か月 円高不況

第11循環 S61.11 H 3. 2 H 5.10 51か月 32か月 83か月 バブル景気

第12循環 H 5.10 H 9. 5 H11. 1 43か月 20か月 63か月 　

第13循環 H11. 1 H12.11 H14. 1 22か月 14か月 36か月 IT景気

第14循環 H14. 1 H20. 2 H21. 3 73か月 13か月 86か月

第15循環 H21. 3 H24. 3 H24.11 36か月 8か月 44か月 　

36.2か月 16.1か月 52.4か月

景気基準日付（年月） 期　　　間 参考
国の循環と

の対応

参考
国の全循環
との差

第10～15各循環の平均月数

第２～15循環の平均月数

期　　　間 通称（俗称）景気基準日付（年月）

・通称(俗称)は、年次経済報告(内閣府)などによる 

● 県の景気基準日付は、昭和55年以降について設

定しています。昭和58年２月から始まる循環

は、全国の第10循環以降と対応しています。 

● 平成21年４月を景気の谷とするの景気循環の拡

張期間は、24年１月を暫定の景気の山とする33

か月となり、後退期間は、24年12月を暫定の景

気の谷とする11か月となっています。全循環で

は44か月となり、その期間は国と同じです。 

● 平成24年１月及び24年12月の景気の山谷は、今

後、採用指標の年間補正等により、その年月が

変更することがあるため、暫定設定としていま

す。その確定は、景気が一循環する時点で行う

予定です。 

● 県の拡張期間の平均月数は40.5か月で、後退期

間の平均は19.2か月です。拡張期間に比べて後

退期間が短くなっています。 

⇒p.45[景気基準日付の設定]参照 

神奈川県景気基準日付について 全国の景気基準日付について 
 

● 全国の景気動向指数ＤＩは昭和35年８月から公

表が開始され、その際、昭和26年６月の山から

同年10月の谷までを第１循環としました。 

● 平成21年３月を谷とする第15循環は、24年３月

を景気の山、24年11月を景気の谷とし、拡張期

間38か月、後退期間は８か月となっています。 

● 第１循環以降、最長の拡張期は、第14循環の73

か月です。 

● 第１循環以降、最長の後退期は第９循環(第２次

石油危機不況)の36か月です。 

● 一循環の平均月数は52.4か月となっています。 

６ 景気基準日付 

［全国の景気基準日付（内閣府）］ 

［神奈川県景気基準日付］ 

景気基準日付（全国）関連 

 平成27年７月24日に内閣府にて開催された景気動向

指数研究会の議事概要を引用すると、次のとおりで

す。 

「内閣府として、第15循環の景気の山を2012（平成

24）年３月に、谷を2012（平成24）年11月に確定する

こととした。」 
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● 累積指数グラフは、景気の局面や山・谷を視覚

的に捉えることができます。 

● ただしグラフ上の山の大きさや高さは、景気の

強弱や水準とは無関係です。 

● 累積指数グラフは、各月の指数を右の算式で加

算したものです。 

ＤＩ累積指数グラフ 

網かけは神奈川県の景気後退期 

累積指数＝前月までの累積指数＋(当月の指数－50) 

《計算例》 

注: グラフを見やすくするために、ＫＤＩは先行指数に2800、一致指数に1700、遅行指数に800を加算しており、 

  全国ＤＩは内閣府公表値の先行指数に4000、一致指数に1500、遅行指数に500を加算しています。 

指数が50を上回ると右上がりの線、50を下回ると右下がりの線が描かれます。 
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７ ＫＤＩ累積指数グラフ 
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景気動向指数でみる景気の動き Ⅱ 

網かけは全国の景気後退期 

［全国ＤＩ］ 

［ＫＤＩ］ 

   谷 
H24.11 

  山 
H24.3 

（年） 

（年） 

山(暫定） 
H24.1 

谷(暫定） 
H24.12 
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８ 長期時系列データ 

西暦 和暦 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 年平均
1990 H2 128.8 133.8 130.5 136.0 133.6 134.2 136.0 134.7 134.1 134.9 133.6 131.8 133.5
1991 H3 132.5 127.0 119.9 115.7 116.2 113.2 112.3 113.5 109.8 106.4 103.3 101.2 114.3
1992 H4 99.4 96.4 98.0 92.2 93.3 94.0 93.6 87.6 89.7 86.5 82.8 86.6 91.7
1993 H5 88.0 87.0 86.4 85.9 87.2 87.9 86.9 84.0 83.3 81.2 80.9 78.2 84.7
1994 H6 80.6 81.9 81.7 87.6 86.1 87.9 89.0 92.8 92.4 90.7 95.2 97.3 88.6
1995 H7 98.2 99.2 94.1 90.8 89.5 88.6 86.6 90.2 91.0 92.7 95.0 98.9 92.9
1996 H8 99.8 101.9 102.5 100.3 102.4 101.7 105.0 103.7 104.8 108.5 111.3 109.7 104.3
1997 H9 106.6 106.6 107.1 103.1 109.1 107.0 106.9 105.8 107.5 100.6 96.6 93.5 104.2
1998 H10 91.1 89.7 88.4 84.7 85.0 83.4 83.8 81.7 81.5 76.7 77.9 79.9 83.7
1999 H11 81.6 82.1 85.6 80.9 82.6 84.9 85.1 87.2 89.4 88.7 90.7 92.7 86.0
2000 H12 96.8 96.4 97.9 100.6 98.8 103.9 99.5 102.6 104.5 105.6 105.7 108.1 101.7
2001 H13 102.8 99.0 94.8 93.8 91.2 92.9 89.1 86.4 83.3 83.1 81.9 84.9 90.3
2002 H14 86.3 87.8 90.9 94.9 98.4 101.1 96.1 98.0 96.2 97.9 98.7 95.3 95.1
2003 H15 97.9 98.5 99.9 98.6 100.0 99.1 102.4 100.8 106.5 108.7 107.0 110.4 102.5
2004 H16 114.7 117.3 120.3 117.8 119.7 118.8 122.6 124.6 123.0 126.7 126.9 121.0 121.1
2005 H17 123.6 122.7 125.0 125.3 123.0 122.9 126.7 124.9 122.8 124.6 126.4 130.9 124.9
2006 H18 130.8 133.5 129.8 131.8 134.6 130.6 130.6 125.1 122.6 121.4 125.1 124.3 128.4
2007 H19 118.0 122.5 119.1 120.5 122.3 121.2 116.5 113.8 112.9 116.1 114.1 113.1 117.5
2008 H20 115.5 112.6 110.8 111.6 110.0 106.5 104.3 95.4 98.0 87.9 84.1 77.6 101.2
2009 H21 73.1 66.2 65.5 71.7 72.9 79.1 84.7 81.5 85.7 91.6 92.0 89.7 79.5
2010 H22 93.8 93.2 97.7 103.0 102.0 98.2 99.3 105.2 101.3 98.5 102.2 105.5 100.0
2011 H23 109.1 113.0 103.8 96.0 106.6 108.6 105.5 106.3 108.4 107.7 109.9 109.3 107.0
2012 H24 114.6 116.5 117.4 116.4 116.5 111.5 112.6 110.7 107.0 108.9 111.2 111.9 112.9
2013 H25 117.5 122.6 124.0 127.8 126.5 121.7 119.7 121.5 127.3 123.2 126.3 128.6 123.9
2014 H26 123.2 114.3 111.8 107.2 104.0 106.4 105.2 103.5 103.5 102.0 102.9 102.7 107.2
2015 H27 98.6 98.8 96.3 93.9 94.2 95.1 92.8 90.6 88.4 92.0 87.4 89.0 93.1
2016 H28 88.3 83.2 84.0

西暦 和暦 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 累計
1990 H2 -0.4 5.0 -3.3 5.5 -2.4 0.6 1.8 -1.3 -0.6 0.8 -1.3 -1.8 2.6
1991 H3 0.7 -5.5 -7.1 -4.2 0.5 -3.0 -0.9 1.2 -3.7 -3.4 -3.1 -2.1 -30.6
1992 H4 -1.8 -3.0 1.6 -5.8 1.1 0.7 -0.4 -6.0 2.1 -3.2 -3.7 3.8 -14.6
1993 H5 1.4 -1.0 -0.6 -0.5 1.3 0.7 -1.0 -2.9 -0.7 -2.1 -0.3 -2.7 -8.4
1994 H6 2.4 1.3 -0.2 5.9 -1.5 1.8 1.1 3.8 -0.4 -1.7 4.5 2.1 19.1
1995 H7 0.9 1.0 -5.1 -3.3 -1.3 -0.9 -2.0 3.6 0.8 1.7 2.3 3.9 1.6
1996 H8 0.9 2.1 0.6 -2.2 2.1 -0.7 3.3 -1.3 1.1 3.7 2.8 -1.6 10.8
1997 H9 -3.1 0.0 0.5 -4.0 6.0 -2.1 -0.1 -1.1 1.7 -6.9 -4.0 -3.1 -16.2
1998 H10 -2.4 -1.4 -1.3 -3.7 0.3 -1.6 0.4 -2.1 -0.2 -4.8 1.2 2.0 -13.6
1999 H11 1.7 0.5 3.5 -4.7 1.7 2.3 0.2 2.1 2.2 -0.7 2.0 2.0 12.8
2000 H12 4.1 -0.4 1.5 2.7 -1.8 5.1 -4.4 3.1 1.9 1.1 0.1 2.4 15.4
2001 H13 -5.3 -3.8 -4.2 -1.0 -2.6 1.7 -3.8 -2.7 -3.1 -0.2 -1.2 3.0 -23.2
2002 H14 1.4 1.5 3.1 4.0 3.5 2.7 -5.0 1.9 -1.8 1.7 0.8 -3.4 10.4
2003 H15 2.6 0.6 1.4 -1.3 1.4 -0.9 3.3 -1.6 5.7 2.2 -1.7 3.4 15.1
2004 H16 4.3 2.6 3.0 -2.5 1.9 -0.9 3.8 2.0 -1.6 3.7 0.2 -5.9 10.6
2005 H17 2.6 -0.9 2.3 0.3 -2.3 -0.1 3.8 -1.8 -2.1 1.8 1.8 4.5 9.9
2006 H18 -0.1 2.7 -3.7 2.0 2.8 -4.0 0.0 -5.5 -2.5 -1.2 3.7 -0.8 -6.6
2007 H19 -6.3 4.5 -3.4 1.4 1.8 -1.1 -4.7 -2.7 -0.9 3.2 -2.0 -1.0 -11.2
2008 H20 2.4 -2.9 -1.8 0.8 -1.6 -3.5 -2.2 -8.9 2.6 -10.1 -3.8 -6.5 -35.5
2009 H21 -4.5 -6.9 -0.7 6.2 1.2 6.2 5.6 -3.2 4.2 5.9 0.4 -2.3 12.1
2010 H22 4.1 -0.6 4.5 5.3 -1.0 -3.8 1.1 5.9 -3.9 -2.8 3.7 3.3 15.8
2011 H23 3.6 3.9 -9.2 -7.8 10.6 2.0 -3.1 0.8 2.1 -0.7 2.2 -0.6 3.8
2012 H24 5.3 1.9 0.9 -1.0 0.1 -5.0 1.1 -1.9 -3.7 1.9 2.3 0.7 2.6
2013 H25 5.6 5.1 1.4 3.8 -1.3 -4.8 -2.0 1.8 5.8 -4.1 3.1 2.3 16.7
2014 H26 -5.4 -8.9 -2.5 -4.6 -3.2 2.4 -1.2 -1.7 0.0 -1.5 0.9 -0.2 -25.9
2015 H27 -4.1 0.2 -2.5 -2.4 0.3 0.9 -2.3 -2.2 -2.2 3.6 -4.6 1.6 -13.7
2016 H28 -0.7 -5.1 0.8

神奈川ＣＩ先行指数 

［指数表］ 

［前月差表］ 
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注：マイナスの数値を網かけ表示としている。 
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ＫＤＩ先行指数 

西暦 和暦 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
1980 S55 100.0 75.0 100.0 83.3 16.7 16.7 8.3 33.3 16.7 33.3 16.7 0.0
1981 S56 16.7 50.0 8.3 16.7 50.0 50.0 83.3 83.3 83.3 50.0 33.3 33.3
1982 S57 33.3 33.3 16.7 16.7 16.7 42.9 28.6 57.1 28.6 50.0 42.9 42.9
1983 S58 42.9 57.1 42.9 57.1 71.4 85.7 100.0 71.4 71.4 57.1 85.7 71.4
1984 S59 75.0 62.5 50.0 62.5 50.0 50.0 37.5 37.5 25.0 37.5 50.0 50.0
1985 S60 62.5 50.0 50.0 50.0 12.5 12.5 12.5 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0
1986 S61 62.5 50.0 37.5 50.0 37.5 25.0 50.0 0.0 37.5 75.0 75.0 50.0
1987 S62 62.5 62.5 50.0 37.5 100.0 93.8 100.0 100.0 87.5 87.5 75.0 62.5
1988 S63 87.5 75.0 50.0 75.0 75.0 62.5 37.5 50.0 62.5 37.5 50.0 62.5
1989 H1 87.5 50.0 62.5 62.5 62.5 37.5 25.0 62.5 62.5 62.5 62.5 50.0
1990 H2 62.5 50.0 62.5 75.0 62.5 62.5 50.0 75.0 50.0 37.5 43.8 37.5
1991 H3 50.0 12.5 12.5 12.5 25.0 37.5 37.5 37.5 43.8 12.5 12.5 0.0
1992 H4 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 18.8 37.5 37.5 31.3 25.0 12.5 25.0
1993 H5 37.5 62.5 62.5 50.0 50.0 62.5 50.0 25.0 37.5 25.0 37.5 25.0
1994 H6 50.0 37.5 50.0 87.5 50.0 81.3 37.5 75.0 62.5 50.0 50.0 75.0
1995 H7 87.5 62.5 37.5 25.0 12.5 25.0 25.0 56.3 62.5 75.0 62.5 75.0
1996 H8 87.5 75.0 62.5 75.0 62.5 50.0 75.0 68.8 68.8 50.0 87.5 87.5
1997 H9 62.5 50.0 50.0 37.5 75.0 37.5 62.5 25.0 37.5 37.5 37.5 12.5
1998 H10 12.5 12.5 12.5 37.5 37.5 37.5 37.5 37.5 25.0 12.5 25.0 62.5
1999 H11 87.5 75.0 68.8 37.5 62.5 25.0 62.5 62.5 62.5 62.5 56.3 75.0
2000 H12 62.5 75.0 81.3 75.0 62.5 62.5 62.5 87.5 37.5 100.0 87.5 50.0
2001 H13 25.0 25.0 12.5 37.5 25.0 50.0 37.5 25.0 31.3 25.0 25.0 50.0
2002 H14 68.8 87.5 62.5 75.0 100.0 100.0 62.5 50.0 25.0 50.0 62.5 62.5
2003 H15 62.5 50.0 87.5 62.5 62.5 62.5 87.5 43.8 75.0 87.5 87.5 87.5
2004 H16 75.0 75.0 75.0 50.0 37.5 50.0 75.0 62.5 62.5 62.5 75.0 50.0
2005 H17 37.5 31.3 75.0 56.3 56.3 37.5 43.8 62.5 62.5 50.0 50.0 62.5
2006 H18 75.0 87.5 50.0 50.0 62.5 56.3 62.5 12.5 25.0 25.0 62.5 50.0
2007 H19 37.5 50.0 37.5 62.5 25.0 75.0 37.5 12.5 12.5 50.0 62.5 50.0
2008 H20 50.0 50.0 50.0 37.5 50.0 25.0 25.0 12.5 37.5 12.5 12.5 25.0
2009 H21 25.0 0.0 12.5 50.0 50.0 75.0 87.5 75.0 75.0 62.5 100.0 75.0
2010 H22 75.0 50.0 62.5 87.5 87.5 50.0 50.0 62.5 50.0 37.5 50.0 50.0
2011 H23 75.0 87.5 62.5 31.3 37.5 37.5 62.5 25.0 50.0 50.0 75.0 50.0
2012 H24 62.5 87.5 62.5 62.5 50.0 62.5 43.8 31.3 50.0 50.0 75.0 81.3
2013 H25 75.0 75.0 87.5 100.0 87.5 43.8 25.0 50.0 87.5 81.3 75.0 62.5
2014 H26 50.0 25.0 12.5 12.5 37.5 25.0 50.0 50.0 37.5 50.0 50.0 62.5
2015 H27 56.3 50.0 37.5 50.0 37.5 50.0 50.0 25.0 25.0 62.5 31.3 37.5
2016 H28 62.5 50.0 37.5

［指数表］ 
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［指数グラフ］ 
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注：グラフ中の網かけは神奈川県の景気後退期を示している。 

８ 長期時系列データ 

景気動向指数でみる景気の動き Ⅱ 

注：表中の網かけは50％未満を示している。 

（単位:％） 

（年） 
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８ 長期時系列データ 

神奈川ＣＩ一致指数 

西暦 和暦 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 年平均
1990 H2 138.7 140.3 140.5 141.7 142.8 140.7 143.0 142.8 141.2 144.1 142.9 142.8 141.8
1991 H3 143.0 143.0 141.7 140.2 139.4 139.0 138.5 137.1 135.8 133.7 133.5 130.6 138.0
1992 H4 128.6 125.3 123.8 123.6 122.0 122.2 120.5 117.2 117.0 117.3 113.8 113.4 120.4
1993 H5 113.3 113.9 112.4 109.8 109.3 107.9 106.3 105.6 105.9 104.3 103.3 102.2 107.9
1994 H6 103.6 102.0 102.6 102.7 103.3 104.4 105.4 106.4 107.3 107.8 108.7 108.6 105.2
1995 H7 107.2 109.5 109.5 108.3 106.6 104.4 104.7 106.3 106.0 107.4 108.0 109.9 107.3
1996 H8 110.1 111.0 111.9 113.4 112.6 113.2 113.6 114.2 113.5 115.1 116.6 116.8 113.5
1997 H9 120.3 118.6 117.3 118.2 120.0 119.8 119.9 118.8 117.9 116.7 114.6 113.1 117.9
1998 H10 112.7 109.4 107.7 106.1 106.3 104.1 103.5 103.5 104.4 101.4 98.9 98.9 104.7
1999 H11 98.8 98.8 99.2 95.1 97.7 97.3 98.9 99.9 102.2 100.8 101.2 100.9 99.2
2000 H12 102.4 103.5 105.5 105.8 105.7 108.7 107.7 106.8 107.7 108.8 109.9 112.3 107.1
2001 H13 110.6 111.4 110.1 110.1 107.6 107.8 105.4 105.2 103.1 101.4 100.4 99.8 106.1
2002 H14 98.6 97.7 99.4 98.7 102.5 99.3 101.1 102.2 102.4 103.9 104.3 104.1 101.2
2003 H15 106.0 106.0 106.8 107.9 108.9 106.0 104.8 106.9 107.5 108.0 109.5 110.9 107.4
2004 H16 112.8 111.0 111.6 113.1 111.9 114.8 114.8 112.7 115.4 113.7 114.1 111.4 113.1
2005 H17 114.7 114.9 114.2 114.2 116.0 116.1 115.7 116.5 116.2 117.3 117.7 117.6 115.9
2006 H18 120.7 119.2 119.3 119.5 119.7 119.6 121.6 119.2 119.8 119.1 120.4 118.9 119.8
2007 H19 117.7 118.0 115.5 117.3 118.3 118.8 116.6 121.0 116.4 119.3 118.9 120.1 118.2
2008 H20 118.9 119.3 119.2 120.0 119.3 116.0 117.3 114.4 115.2 110.3 105.4 94.5 114.2
2009 H21 88.9 83.6 85.0 82.8 84.7 87.2 87.2 88.6 88.9 92.2 92.6 93.3 87.9
2010 H22 97.2 96.1 99.0 99.6 99.1 99.0 101.0 102.3 102.5 99.9 102.6 101.6 100.0
2011 H23 103.6 103.4 90.3 92.0 99.3 100.8 100.2 98.5 101.4 103.7 103.5 104.3 100.1
2012 H24 103.4 104.2 104.7 105.3 105.3 103.5 102.5 102.6 101.1 100.4 99.9 100.6 102.8
2013 H25 101.0 101.0 103.0 102.5 105.1 104.2 105.3 107.2 107.2 107.9 107.9 108.6 105.1
2014 H26 109.5 109.6 111.9 108.1 107.2 108.4 108.0 105.8 108.2 108.3 109.9 108.8 108.6
2015 H27 112.1 110.1 108.3 108.5 108.7 108.4 108.7 108.0 107.5 109.9 109.2 107.0 108.9
2016 H28 107.0 105.2 105.9

西暦 和暦 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 累計
1990 H2 -2.0 1.6 0.2 1.2 1.1 -2.1 2.3 -0.2 -1.6 2.9 -1.2 -0.1 2.1
1991 H3 0.2 0.0 -1.3 -1.5 -0.8 -0.4 -0.5 -1.4 -1.3 -2.1 -0.2 -2.9 -12.2
1992 H4 -2.0 -3.3 -1.5 -0.2 -1.6 0.2 -1.7 -3.3 -0.2 0.3 -3.5 -0.4 -17.2
1993 H5 -0.1 0.6 -1.5 -2.6 -0.5 -1.4 -1.6 -0.7 0.3 -1.6 -1.0 -1.1 -11.2
1994 H6 1.4 -1.6 0.6 0.1 0.6 1.1 1.0 1.0 0.9 0.5 0.9 -0.1 6.4
1995 H7 -1.4 2.3 0.0 -1.2 -1.7 -2.2 0.3 1.6 -0.3 1.4 0.6 1.9 1.3
1996 H8 0.2 0.9 0.9 1.5 -0.8 0.6 0.4 0.6 -0.7 1.6 1.5 0.2 6.9
1997 H9 3.5 -1.7 -1.3 0.9 1.8 -0.2 0.1 -1.1 -0.9 -1.2 -2.1 -1.5 -3.7
1998 H10 -0.4 -3.3 -1.7 -1.6 0.2 -2.2 -0.6 0.0 0.9 -3.0 -2.5 0.0 -14.2
1999 H11 -0.1 0.0 0.4 -4.1 2.6 -0.4 1.6 1.0 2.3 -1.4 0.4 -0.3 2.0
2000 H12 1.5 1.1 2.0 0.3 -0.1 3.0 -1.0 -0.9 0.9 1.1 1.1 2.4 11.4
2001 H13 -1.7 0.8 -1.3 0.0 -2.5 0.2 -2.4 -0.2 -2.1 -1.7 -1.0 -0.6 -12.5
2002 H14 -1.2 -0.9 1.7 -0.7 3.8 -3.2 1.8 1.1 0.2 1.5 0.4 -0.2 4.3
2003 H15 1.9 0.0 0.8 1.1 1.0 -2.9 -1.2 2.1 0.6 0.5 1.5 1.4 6.8
2004 H16 1.9 -1.8 0.6 1.5 -1.2 2.9 0.0 -2.1 2.7 -1.7 0.4 -2.7 0.5
2005 H17 3.3 0.2 -0.7 0.0 1.8 0.1 -0.4 0.8 -0.3 1.1 0.4 -0.1 6.2
2006 H18 3.1 -1.5 0.1 0.2 0.2 -0.1 2.0 -2.4 0.6 -0.7 1.3 -1.5 1.3
2007 H19 -1.2 0.3 -2.5 1.8 1.0 0.5 -2.2 4.4 -4.6 2.9 -0.4 1.2 1.2
2008 H20 -1.2 0.4 -0.1 0.8 -0.7 -3.3 1.3 -2.9 0.8 -4.9 -4.9 -10.9 -25.6
2009 H21 -5.6 -5.3 1.4 -2.2 1.9 2.5 0.0 1.4 0.3 3.3 0.4 0.7 -1.2
2010 H22 3.9 -1.1 2.9 0.6 -0.5 -0.1 2.0 1.3 0.2 -2.6 2.7 -1.0 8.3
2011 H23 2.0 -0.2 -13.1 1.7 7.3 1.5 -0.6 -1.7 2.9 2.3 -0.2 0.8 2.7
2012 H24 -0.9 0.8 0.5 0.6 0.0 -1.8 -1.0 0.1 -1.5 -0.7 -0.5 0.7 -3.7
2013 H25 0.4 0.0 2.0 -0.5 2.6 -0.9 1.1 1.9 0.0 0.7 0.0 0.7 8.0
2014 H26 0.9 0.1 2.3 -3.8 -0.9 1.2 -0.4 -2.2 2.4 0.1 1.6 -1.1 0.2
2015 H27 3.3 -2.0 -1.8 0.2 0.2 -0.3 0.3 -0.7 -0.5 2.4 -0.7 -2.2 -1.8
2016 H28 0.0 -1.8 0.7

［指数表］ 

80 

100 

120 

140 

160 

H2 H4 H6 H8 H10 H12 H14 H16 H18 H20 H22 H24 H26 H28

（平成22年=100） 

網かけは神奈川県の景気後退期 

（平成22年=100） 

（ポイント） 

（年） 

［前月差表］ 

［指数グラフ］ 

注：マイナスの数値を網かけ表示としている。 



18 

 

 

景気動向指数でみる景気の動き Ⅱ 

ＫＤＩ一致指数 

西暦 和暦 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
1980 S55 83.3 83.3 83.3 85.7 85.7 42.9 42.9 14.3 0.0 28.6 28.6 57.1
1981 S56 85.7 71.4 71.4 42.9 28.6 71.4 100.0 100.0 85.7 71.4 71.4 28.6
1982 S57 28.6 28.6 14.3 28.6 14.3 0.0 28.6 28.6 42.9 42.9 42.9 42.9
1983 S58 57.1 42.9 71.4 42.9 71.4 71.4 71.4 85.7 85.7 71.4 57.1 71.4
1984 S59 85.7 100.0 71.4 57.1 57.1 42.9 71.4 71.4 42.9 71.4 71.4 100.0
1985 S60 71.4 71.4 57.1 85.7 85.7 57.1 0.0 0.0 28.6 14.3 42.9 28.6
1986 S61 42.9 28.6 42.9 28.6 14.3 28.6 28.6 14.3 14.3 28.6 71.4 42.9
1987 S62 75.0 62.5 62.5 50.0 87.5 87.5 87.5 100.0 87.5 87.5 62.5 100.0
1988 S63 75.0 75.0 62.5 75.0 75.0 100.0 75.0 75.0 75.0 75.0 87.5 62.5
1989 H1 50.0 50.0 100.0 75.0 87.5 50.0 50.0 62.5 50.0 50.0 37.5 25.0
1990 H2 62.5 75.0 50.0 87.5 75.0 62.5 50.0 37.5 37.5 62.5 50.0 62.5
1991 H3 37.5 37.5 37.5 37.5 12.5 25.0 37.5 31.3 25.0 0.0 0.0 0.0
1992 H4 12.5 0.0 0.0 12.5 50.0 50.0 25.0 12.5 0.0 25.0 50.0 0.0
1993 H5 25.0 43.8 50.0 0.0 0.0 12.5 37.5 12.5 25.0 25.0 25.0 0.0
1994 H6 50.0 50.0 75.0 50.0 75.0 75.0 75.0 62.5 87.5 87.5 87.5 50.0
1995 H7 37.5 62.5 50.0 62.5 37.5 12.5 25.0 37.5 50.0 62.5 75.0 87.5
1996 H8 75.0 62.5 50.0 62.5 50.0 50.0 37.5 75.0 62.5 75.0 75.0 87.5
1997 H9 87.5 75.0 62.5 37.5 62.5 75.0 62.5 37.5 12.5 25.0 12.5 12.5
1998 H10 12.5 0.0 12.5 0.0 25.0 12.5 37.5 37.5 50.0 37.5 12.5 12.5
1999 H11 12.5 43.8 50.0 25.0 25.0 25.0 75.0 62.5 87.5 37.5 62.5 50.0
2000 H12 75.0 75.0 87.5 87.5 75.0 75.0 50.0 50.0 50.0 62.5 75.0 87.5
2001 H13 37.5 50.0 50.0 50.0 0.0 12.5 12.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
2002 H14 12.5 25.0 37.5 62.5 75.0 43.8 75.0 37.5 87.5 87.5 75.0 75.0
2003 H15 75.0 68.8 75.0 75.0 75.0 31.3 25.0 50.0 37.5 87.5 75.0 68.8
2004 H16 100.0 62.5 50.0 50.0 50.0 100.0 75.0 62.5 62.5 25.0 62.5 25.0
2005 H17 81.3 56.3 81.3 62.5 75.0 62.5 50.0 50.0 56.3 75.0 62.5 50.0
2006 H18 75.0 75.0 62.5 50.0 50.0 37.5 62.5 43.8 62.5 37.5 75.0 62.5
2007 H19 50.0 37.5 25.0 37.5 75.0 75.0 50.0 75.0 25.0 75.0 50.0 75.0
2008 H20 75.0 50.0 37.5 50.0 50.0 12.5 12.5 12.5 50.0 0.0 12.5 0.0
2009 H21 0.0 0.0 0.0 12.5 62.5 62.5 87.5 75.0 75.0 87.5 75.0 87.5
2010 H22 87.5 87.5 100.0 68.8 87.5 50.0 62.5 75.0 87.5 50.0 62.5 43.8
2011 H23 100.0 50.0 25.0 12.5 12.5 87.5 100.0 62.5 62.5 87.5 87.5 87.5
2012 H24 50.0 50.0 50.0 62.5 37.5 50.0 12.5 12.5 37.5 25.0 25.0 37.5
2013 H25 50.0 56.3 62.5 62.5 87.5 87.5 87.5 75.0 87.5 62.5 50.0 62.5
2014 H26 87.5 75.0 75.0 25.0 25.0 37.5 50.0 50.0 56.3 37.5 62.5 50.0
2015 H27 81.3 62.5 37.5 25.0 50.0 43.8 37.5 37.5 25.0 75.0 75.0 37.5
2016 H28 25.0 12.5 37.5
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注：グラフ中の網かけは神奈川県の景気後退期を示している。 
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西暦 和暦 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 年平均
1990 H2 148.0 149.8 149.6 152.3 152.5 150.9 149.6 149.9 148.8 150.4 151.2 150.8 150.3
1991 H3 150.1 147.8 147.7 145.4 146.0 146.5 145.7 143.9 140.1 139.7 139.0 135.3 143.9
1992 H4 135.1 134.0 130.6 128.6 127.8 126.8 125.2 123.2 121.3 119.0 118.7 118.0 125.7
1993 H5 117.8 117.2 115.5 114.0 114.2 114.1 114.7 114.1 112.8 111.1 109.9 109.0 113.7
1994 H6 108.1 107.7 106.4 104.8 104.6 105.3 105.4 105.9 106.2 107.9 109.5 109.5 106.8
1995 H7 110.6 110.0 110.1 110.1 109.9 109.2 108.5 108.0 106.7 105.2 104.8 105.1 108.2
1996 H8 105.2 106.1 105.9 105.8 106.8 107.8 109.0 108.9 108.4 110.6 111.1 112.0 108.1
1997 H9 113.0 112.4 112.3 114.2 115.2 116.0 116.6 116.8 116.3 117.4 117.8 116.6 115.4
1998 H10 115.9 115.9 116.7 116.1 115.1 114.1 112.5 111.7 111.8 111.5 110.9 109.6 113.5
1999 H11 109.0 107.7 106.3 105.3 105.3 104.6 105.1 104.8 104.8 104.6 105.0 106.1 105.7
2000 H12 106.5 107.0 107.3 108.0 108.0 108.7 109.1 109.5 109.1 109.9 110.6 110.6 108.7
2001 H13 110.8 111.0 110.7 111.0 111.9 110.1 109.9 110.2 108.4 107.1 105.6 103.2 109.2
2002 H14 102.9 103.1 102.9 101.5 100.7 101.9 101.7 100.5 101.7 101.2 101.6 101.3 101.8
2003 H15 101.5 102.0 101.9 103.7 105.1 105.0 105.2 106.3 106.1 106.5 106.2 107.6 104.8
2004 H16 107.7 108.0 109.2 109.1 108.6 109.0 110.1 109.0 109.5 109.7 111.6 110.3 109.3
2005 H17 109.2 109.2 111.0 111.3 113.6 113.5 113.6 114.6 114.1 114.6 115.0 116.9 113.1
2006 H18 119.0 119.9 118.9 119.3 117.4 118.2 118.5 120.6 122.5 122.0 122.2 122.8 120.1
2007 H19 124.5 124.5 126.2 126.6 127.1 126.1 127.2 126.1 125.6 125.5 124.9 125.0 125.8
2008 H20 123.6 123.4 124.6 124.0 124.2 125.5 125.2 124.5 123.8 122.5 121.3 118.4 123.4
2009 H21 114.0 112.4 110.1 107.1 104.7 100.9 98.9 100.1 97.9 97.1 97.2 97.3 103.1
2010 H22 98.6 98.8 99.6 98.9 98.7 100.7 100.6 100.1 100.5 101.1 101.3 101.1 100.0
2011 H23 100.4 101.6 100.7 102.5 103.6 102.3 102.6 104.0 105.1 105.1 104.1 103.9 103.0
2012 H24 104.4 104.9 105.1 105.3 105.2 104.7 103.7 103.2 103.2 103.4 103.1 103.2 104.1
2013 H25 103.8 103.5 104.1 103.7 104.2 105.6 106.4 106.8 106.7 106.6 108.5 108.6 105.7
2014 H26 109.7 109.8 112.2 113.0 114.0 114.1 114.3 114.8 114.0 114.6 114.2 114.9 113.3
2015 H27 115.7 116.2 117.5 116.9 117.0 116.1 117.2 117.0 117.1 117.9 116.8 118.1 117.0
2016 H28 116.3 116.2 115.5

西暦 和暦 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 累計
1990 H2 2.1 1.8 -0.2 2.7 0.2 -1.6 -1.3 0.3 -1.1 1.6 0.8 -0.4 4.9
1991 H3 -0.7 -2.3 -0.1 -2.3 0.6 0.5 -0.8 -1.8 -3.8 -0.4 -0.7 -3.7 -15.5
1992 H4 -0.2 -1.1 -3.4 -2.0 -0.8 -1.0 -1.6 -2.0 -1.9 -2.3 -0.3 -0.7 -17.3
1993 H5 -0.2 -0.6 -1.7 -1.5 0.2 -0.1 0.6 -0.6 -1.3 -1.7 -1.2 -0.9 -9.0
1994 H6 -0.9 -0.4 -1.3 -1.6 -0.2 0.7 0.1 0.5 0.3 1.7 1.6 0.0 0.5
1995 H7 1.1 -0.6 0.1 0.0 -0.2 -0.7 -0.7 -0.5 -1.3 -1.5 -0.4 0.3 -4.4
1996 H8 0.1 0.9 -0.2 -0.1 1.0 1.0 1.2 -0.1 -0.5 2.2 0.5 0.9 6.9
1997 H9 1.0 -0.6 -0.1 1.9 1.0 0.8 0.6 0.2 -0.5 1.1 0.4 -1.2 4.6
1998 H10 -0.7 0.0 0.8 -0.6 -1.0 -1.0 -1.6 -0.8 0.1 -0.3 -0.6 -1.3 -7.0
1999 H11 -0.6 -1.3 -1.4 -1.0 0.0 -0.7 0.5 -0.3 0.0 -0.2 0.4 1.1 -3.5
2000 H12 0.4 0.5 0.3 0.7 0.0 0.7 0.4 0.4 -0.4 0.8 0.7 0.0 4.5
2001 H13 0.2 0.2 -0.3 0.3 0.9 -1.8 -0.2 0.3 -1.8 -1.3 -1.5 -2.4 -7.4
2002 H14 -0.3 0.2 -0.2 -1.4 -0.8 1.2 -0.2 -1.2 1.2 -0.5 0.4 -0.3 -1.9
2003 H15 0.2 0.5 -0.1 1.8 1.4 -0.1 0.2 1.1 -0.2 0.4 -0.3 1.4 6.3
2004 H16 0.1 0.3 1.2 -0.1 -0.5 0.4 1.1 -1.1 0.5 0.2 1.9 -1.3 2.7
2005 H17 -1.1 0.0 1.8 0.3 2.3 -0.1 0.1 1.0 -0.5 0.5 0.4 1.9 6.6
2006 H18 2.1 0.9 -1.0 0.4 -1.9 0.8 0.3 2.1 1.9 -0.5 0.2 0.6 5.9
2007 H19 1.7 0.0 1.7 0.4 0.5 -1.0 1.1 -1.1 -0.5 -0.1 -0.6 0.1 2.2
2008 H20 -1.4 -0.2 1.2 -0.6 0.2 1.3 -0.3 -0.7 -0.7 -1.3 -1.2 -2.9 -6.6
2009 H21 -4.4 -1.6 -2.3 -3.0 -2.4 -3.8 -2.0 1.2 -2.2 -0.8 0.1 0.1 -21.1
2010 H22 1.3 0.2 0.8 -0.7 -0.2 2.0 -0.1 -0.5 0.4 0.6 0.2 -0.2 3.8
2011 H23 -0.7 1.2 -0.9 1.8 1.1 -1.3 0.3 1.4 1.1 0.0 -1.0 -0.2 2.8
2012 H24 0.5 0.5 0.2 0.2 -0.1 -0.5 -1.0 -0.5 0.0 0.2 -0.3 0.1 -0.7
2013 H25 0.6 -0.3 0.6 -0.4 0.5 1.4 0.8 0.4 -0.1 -0.1 1.9 0.1 5.4
2014 H26 1.1 0.1 2.4 0.8 1.0 0.1 0.2 0.5 -0.8 0.6 -0.4 0.7 6.3
2015 H27 0.8 0.5 1.3 -0.6 0.1 -0.9 1.1 -0.2 0.1 0.8 -1.1 1.3 3.2
2016 H28 -1.8 -0.1 -0.7
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ＫＤＩ遅行指数 

西暦 和暦 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
1980 S55 80.0 60.0 80.0 80.0 60.0 100.0 60.0 80.0 60.0 50.0 60.0 60.0
1981 S56 60.0 20.0 40.0 60.0 40.0 80.0 80.0 50.0 20.0 10.0 40.0 40.0
1982 S57 0.0 30.0 20.0 80.0 40.0 60.0 40.0 60.0 60.0 40.0 40.0 40.0
1983 S58 40.0 20.0 20.0 0.0 20.0 20.0 60.0 60.0 50.0 40.0 60.0 80.0
1984 S59 100.0 80.0 60.0 33.3 33.3 50.0 50.0 83.3 66.7 50.0 83.3 83.3
1985 S60 83.3 66.7 83.3 83.3 100.0 91.7 75.0 66.7 16.7 0.0 16.7 16.7
1986 S61 57.1 42.9 28.6 7.1 28.6 42.9 50.0 14.3 14.3 21.4 42.9 14.3
1987 S62 28.6 42.9 42.9 42.9 42.9 57.1 78.6 50.0 57.1 71.4 57.1 57.1
1988 S63 78.6 92.9 92.9 71.4 42.9 71.4 100.0 100.0 100.0 85.7 71.4 71.4
1989 H1 57.1 28.6 71.4 85.7 85.7 100.0 85.7 64.3 42.9 28.6 57.1 85.7
1990 H2 100.0 85.7 71.4 57.1 57.1 57.1 42.9 64.3 28.6 57.1 42.9 85.7
1991 H3 85.7 42.9 28.6 14.3 42.9 42.9 42.9 57.1 14.3 28.6 28.6 28.6
1992 H4 21.4 42.9 42.9 14.3 0.0 28.6 28.6 0.0 14.3 7.1 28.6 28.6
1993 H5 57.1 28.6 57.1 42.9 28.6 57.1 57.1 42.9 57.1 28.6 14.3 28.6
1994 H6 35.7 42.9 14.3 14.3 14.3 42.9 50.0 85.7 71.4 85.7 92.9 71.4
1995 H7 42.9 28.6 42.9 42.9 71.4 50.0 28.6 57.1 35.7 0.0 14.3 14.3
1996 H8 50.0 71.4 57.1 28.6 57.1 50.0 57.1 57.1 35.7 42.9 42.9 71.4
1997 H9 57.1 42.9 57.1 28.6 57.1 85.7 85.7 57.1 50.0 42.9 71.4 42.9
1998 H10 42.9 42.9 71.4 71.4 64.3 42.9 21.4 14.3 42.9 57.1 57.1 28.6
1999 H11 0.0 28.6 0.0 0.0 21.4 42.9 57.1 14.3 42.9 57.1 57.1 57.1
2000 H12 85.7 85.7 57.1 85.7 42.9 42.9 85.7 64.3 42.9 57.1 71.4 71.4
2001 H13 71.4 71.4 42.9 57.1 57.1 50.0 28.6 42.9 42.9 42.9 14.3 0.0
2002 H14 7.1 14.3 57.1 42.9 35.7 57.1 57.1 42.9 35.7 50.0 57.1 71.4
2003 H15 71.4 57.1 42.9 71.4 71.4 85.7 50.0 57.1 42.9 57.1 28.6 42.9
2004 H16 42.9 71.4 71.4 71.4 57.1 42.9 64.3 71.4 64.3 42.9 71.4 57.1
2005 H17 57.1 28.6 57.1 85.7 100.0 57.1 71.4 57.1 42.9 57.1 57.1 85.7
2006 H18 85.7 100.0 57.1 71.4 28.6 42.9 28.6 85.7 71.4 100.0 64.3 42.9
2007 H19 57.1 71.4 85.7 57.1 57.1 28.6 42.9 28.6 57.1 35.7 28.6 42.9
2008 H20 42.9 57.1 42.9 57.1 71.4 71.4 71.4 71.4 14.3 14.3 42.9 28.6
2009 H21 28.6 0.0 14.3 14.3 14.3 0.0 0.0 14.3 14.3 14.3 35.7 50.0
2010 H22 71.4 78.6 100.0 57.1 42.9 42.9 71.4 71.4 35.7 57.1 71.4 57.1
2011 H23 42.9 42.9 28.6 78.6 100.0 78.6 71.4 57.1 100.0 42.9 57.1 14.3
2012 H24 42.9 57.1 71.4 71.4 35.7 42.9 28.6 28.6 21.4 42.9 50.0 42.9
2013 H25 85.7 57.1 50.0 35.7 57.1 71.4 85.7 71.4 71.4 57.1 71.4 57.1
2014 H26 100.0 64.3 71.4 50.0 71.4 57.1 42.9 42.9 28.6 64.3 50.0 50.0
2015 H27 50.0 85.7 85.7 71.4 64.3 35.7 57.1 64.3 71.4 57.1 42.9 71.4
2016 H28 28.6 71.4 42.9
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注：グラフ中の網かけは神奈川県の景気後退期を示している。 

８ 長期時系列データ 

景気動向指数でみる景気の動き Ⅱ 
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注１：神奈川県景気動向指数を作成する際に、独自に季節調整を行っている。 

注２：普通車、小型車及び軽自動車の合計。 

注３：横浜港、川崎港及び横須賀港の貿易額（輸出入額）合計、円ベース。 

注４：勤労者世帯。 

（逆）：逆サイクル 

・逆サイクルについては⇒p.８[参考]参照  
 

 季節調整方法等 作成機関 資料出所  系  列  名 

先

行

系

列 

L1 県最終需要財在庫率指数（逆） X-12-ARIMA 県統計センター 工業生産指数月報 

L2  県生産財在庫率指数（逆） X-12-ARIMA 県統計センター 工業生産指数月報 

L3 県新規求人数（除く学卒） X-12-ARIMA 神奈川労働局職業安定部 神奈川労働市場速報 

L4 県新設住宅着工床面積 X-12-ARIMA 注１ 国土交通省(建設統計室) 住宅着工統計 

L5  県乗用車新車新規登録・届出台数 注２ X-12-ARIMA 注１ 
神奈川県自動車販売店協会 車種別新車登録台数 

（一社）全国軽自動車協会連合会 軽自動車新車販売速報 

L6 消費者態度指数（関東） X-12-ARIMA 注１ 内閣府経済社会総合研究所 消費動向調査 

L7 県企業倒産件数（逆） 実 数 ㈱東京商工リサーチ 全国企業倒産状況 

L8 日経商品指数（42種） 実 数 ㈱日本経済新聞社 日本経済新聞 

一

致

系

列 

C1 県生産指数（製造工業） X-12-ARIMA 県統計センター 工業生産指数月報 

C2 県生産財出荷指数 X-12-ARIMA 県統計センター 工業生産指数月報 

C3 県大口電力使用量 X-12-ARIMA 注１ 東京電力㈱神奈川支店 作成機関資料 

C4 県投資財出荷指数 X-12-ARIMA 県統計センター 工業生産指数月報 

C5 県有効求人数（除く学卒） X-12-ARIMA 神奈川労働局職業安定部 神奈川労働市場速報 

C6 県雇用保険初回受給者数（逆） X-12-ARIMA 注１ 神奈川労働局職業安定部 神奈川労働市場速報 

C7 県所定外労働時間指数（調査産業計） X-12-ARIMA 注１ 県統計センター 毎月勤労統計調査地方調査月報 

C8 横浜港等輸出入通関実績 注３ X-12-ARIMA 注１ 横浜税関 横浜税関管内貿易速報 

遅

行

系

列 

Lg1 県在庫指数(製造工業) X-12-ARIMA 県統計センター 工業生産指数月報 

Lg2 県普通営業倉庫保管残高 X-12-ARIMA 注１ 神奈川倉庫協会 作成機関資料 

Lg3 県常用雇用指数（調査産業計） 前年同月比 県統計センター 毎月勤労統計調査地方調査月報 

Lg4 県有効求職者数（除く学卒）（逆） X-12-ARIMA 神奈川労働局職業安定部 神奈川労働市場速報 

Lg5 家計消費支出（関東大都市圏） 注４ 前年同月比 総務省統計局 
家計調査報告 

(二人以上の世帯) 

Lg6 消費者物価指数（横浜市・除く帰属家賃） 前年同月比 総務省統計局 消費者物価指数 

Lg7 県内銀行貸出約定平均金利 前年同月比 日本銀行横浜支店 神奈川県金融経済概況 

９ 採用系列 

採用系列一覧 
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９ 採用系列 

景気動向指数でみる景気の動き Ⅱ 

  

X-12-ARIMAはアメリカ商務省センサス局で開発され1996年に公表された季節調整

法のプログラムです。これは、それまで主流であったX-11を改良したものと位置づけ

られており、移動平均型季節調整法として世界中で利用されています。プログラムは

センサス局のホームページから誰でも入手し使用することができます。 

このプログラムは、収集した統計データの実数値の複数年分（例えば10年120か月

分）をもとに、季節変動を推計し、各年月の季節調整係数(120か月分＋将来の予測係

数)が算出されるというものです。そのうえで次の算式で季節調整値を計算します。 

季節調整値＝実数値÷季節調整係数 

季節調整値の精度を上げるためには、最新のデータを含めてプログラムを利用す

る必要があり、神奈川県景気動向指数では年に１回、季節調整係数を再計算していま

す。このことを季節調整替えと呼んでいます。 

この結果、季節調整値を過去にさかのぼって改訂し、あわせて、先行、一致及び

遅行の各指数を遡及して改訂しています。 

参考：X-12-ARIMAについて 

採用系列の選定方法について 

神奈川県景気動向指数は、複数の指標の動きを

統合して作成しますが、その作成方法は、内閣府

の景気動向指数に準拠しており、採用系列につい

ては神奈川県で独自に選定しています。 

神奈川県景気動向指数は神奈川ＣＩとＫＤＩの

２種類がありますが、採用系列は共通の系列とし

ています。 

神奈川県景気動向指数の採用系列は、生産、雇

用、消費など様々な経済分野から、県域値のある

月次経済統計を中心として神奈川県の景気循環へ

の対応性がよい指標を選定し採用しています。 

なお、採用系列を選定する際には神奈川県景気

動向指数検討委員会の意見を参考にしています。 

 ・神奈川県景気動向指数検討委員会は⇒p.47参照 

 ・全国の景気動向指数の採用系列との関係は 

⇒p.12，p.24参照 

採用系列の改定（入替え） 

採用系列は、前述のとおり、神奈川県の景気循

環への対応性を勘案し選定していますが、長期間

経過すると、経済構造の変化により、その対応性

が悪くなることがあります。 

そのため、景気が一循環（谷→山→谷）し、神

奈川県景気基準日付を確定する時点で、その採用

系列が現在の景気の動きを十分に反映しているか

どうか点検を行っています。そして、神奈川県景

気動向指数検討委員会の検討のうえで、必要であ

れば採用系列の入替えを行います。 

これまで、過去５回、採用系列の入替え・変更

を行っており、最近では平成28年９月に県新設住

宅着工床面積及び県大口電力使用量を除外する等

し、先行系列が７系列、一致系列が７系列、遅行

系列が７系列の合計21系列となっています。 

 ・採用系列の見直しの状況は⇒p.48参照  
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個別系列の変動要素 

 個別系列をみるときの参考として、その変動の代

表的なものに次のような分類があります。 

 ・季節変動 ⇒p.８[季節調整とは]参照 

 ・景気変動 

 ・趨勢的変動（長期的な傾向、トレンド） 

 ・不規則変動 

 このうち趨勢（すうせい）的変動とは、その系列

の長期的な傾向のことで、トレンドともいいます。

景気変動を主因として上下動しながらも長期的には

上昇に向かう、下降するあるいは横ばいであると

いった動きをいいます。 

 この動きの背景には社会構造の変化や制度的な変

化などがあり、より長期的には人口構造や資源配分

の変化などが影響します。 

 不規則変動としては、例えばたばこの値上げに対

する駆け込み需要とその後の反動減や、短期イべン

トの前後に生じる消費の変動が挙げられます。 

 しかし、消費税率の変更に伴う駆け込み需要とそ

の後の買い控え、あるいは国際博覧会やオリンピッ

クなどの大規模行事による投資や消費の増大とその

後の減少などは、景況を左右する変動ともいえ、不

規則変動と景気変動の違いは一概にいえません。 

 個別系列の長期的な推移（長期時系列）をグラフ

でみると、系列の動きと景気変動の関係がよくわか

ります。また、その指標の長期の傾向（トレンド）

がみてとれます。 

 上記の参考図では、平成２年１月から平成28年３

月まで約26年間の指標の動きと、過去10回の景気の

山谷を表しました。ただし系列の動きは説明のため

長期的な推移をみる 

● ここでは27ページ以降の個別系列の推移をみるときのポイントをまとめています。 

10 個別系列の推移をみるために 
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H20/4 
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一致系列の 

個別指標 

H 

H21/4 

谷 

網かけは神奈川県の景気後退期 

平成2 （年） 

の架空のものです。また、景気後退期は網かけで表

示しています。景気後退期は景気の山の翌月から景

気の谷の月までです。 

 参考図でいうと、個別系列は、点A→B→C→D→E

→F→G→H→I→Jと進み、景気変動による増減を繰

り返す動きを示しています。 

景気変動を視認する 

 参考図で示した曲線は一致系列の個別系列の動き

を例示しています。点A,C,E,G,Iは景気の山に対応

し、点B,D,F,H,Jは景気の谷に対応しています。 

 概念的には、一致系列の場合、点A,C,E,G,Iは景気

の山と同じ時点に表れ、点B,D,F,H,Jが景気の谷と同

じ時点に表れます。先行系列に採用した系列は、景

気の山よりもやや早くに点A,C,E,G,Iが表れ、景気の

谷よりも早く点B,D,F,H,Jが表れると考えられます。

同様に遅行系列に採用した系列は、景気の山よりも

遅れて点A,C,E,G,Iが表れ、景気の谷より遅れて点

B,D,F,H,Jが表れると考えられます。 

長期の傾向（トレンド）を視認する 

長期時系列のグラフをみると、景気変動のほか

に、その系列の長期的な傾向（トレンド）がわかり

ます。 

参考図でいうと、AよりもCが高く、CよりもEが、E

よりもGが、高くなっています。また、BよりもDが

高く、FよりもHが、HよりもJが高くなっています。

このことは、この系列が景気変動による増減を繰り

返しながら長期的には上昇傾向にあることを示して

います。 

 個別系列の動きに対して、曲線AB,IJの中位を通

る線分PQを描くと、その傾向がわかりやすくなりま

す。 

H3/3  

山 

参考図 H24/1 

山(暫定) 

H24/12 

谷(暫定) 

I 

J 
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経済分野別個別系列の分類 

●  経済分野ごとに個別系列をまとめました。各系列は相互に影響を受けるため、この分類は厳密なもの

ではありませんが、系列の示す動きを理解するのには有用です。 

10 個別系列の推移をみるために 

注：平成28年８月31日現在 

景気動向指数でみる景気の動き Ⅱ 

(逆)：逆サイクル  （前）：前年同月比 

・逆サイクルについては⇒p.８[参考]参照  

［全国の景気動向指数］（全30系列）  

［神奈川県景気動向指数］（全23系列）  

経済分野 先行系列 (8) 一致系列 (8) 遅行系列 (7)

県最終需要財在庫率指数(逆) 県生産指数（製造工業） 県在庫指数(製造工業)

県生産財在庫率指数(逆) 県生産財出荷指数 県普通営業倉庫保管残高

県大口電力使用量

横浜港等輸出入通関実績

企業経営 県企業倒産件数(逆)

県新規求人数（除く学卒） 県有効求人数（除く学卒） 県常用雇用指数（調査産業計）(前)

県雇用保険初回受給者数(逆) 県有効求職者数（除く学卒）

県所定外労働時間指数(調査産業計)

県乗用車新車新規登録・届出台数 家計消費支出（勤労者世帯

消費者態度指数（関東）　 ・関東大都市圏）(前)

投資 県新設住宅着工床面積 県投資財出荷指数

日経商品指数（42種） 消費者物価指数（横浜市

・持家の帰属家賃除く)(前)

金利 県内銀行貸出約定平均金利(前)

生産(産業)

・
在庫

労働

消費

物価

経済分野 先行系列 (11) 一致系列 (10) 遅行系列 (9)

最終需要財在庫率指数(逆) 生産指数（鉱工業） 第３次産業活動指数(対事業所ｻｰﾋﾞｽ業)

鉱工業生産財在庫率指数(逆) 鉱工業生産財出荷指数 最終需要材在庫指数

中小企業売上げ見通しD.I. 営業利益（全産業） 法人税収入

中小企業出荷指数（製造業）

新規求人数（除学卒） 所定外労働時間指数（調査産業計） 常用雇用指数（調査産業計）(前)

有効求人倍率（除く学卒） 完全失業率(逆)

賃金
きまって支給する給与(製造業、

　　　　　　　　　　　　　名目)

消費者態度指数 商業販売額（小売業）(前) 家計消費支出（全国勤労者世帯）(前)

商業販売額（卸売業）(前)

耐久消費財出荷指数

投資環境指数（製造業） 投資財出荷指数（除く輸送機械） 実質法人企業設備投資（全産業）

実質機械受注（製造業）

新設住宅着工床面積

日経商品指数（42種）

金利 マネーストック(Ｍ２)(前)

その他 東証株価指数

消費者物価指数（生鮮食料品を除く)

　　　　　　　　　　　　　(前)物価

投資

生産
・

在庫

企業経営

消費

労働・所得

この分類は内閣府が公表している全国

の景気動向指数採用系列一覧をもと

に神奈川県統計センターが独自に作

成したものです。 

注：平成28年８月31日現在 



25 
 

12か月移動平均とは 

 27ページ以降では、神奈川県景気動向指数に採

用している23の個別系列の推移を紹介していま

す。その際、すべての系列に下記の図１と図２の

グラフを掲載しています。ここでは個別系列のう

ち県生産指数のグラフを例として、グラフの見方

を説明します。なお、図１及び図２に利用してい

る数値は実際のものです。 

 図１は県生産指数の長期的な推移グラフで、平

成２年１月から28年３月までの動きがわかりま

す。「県」は神奈川県の値を、「全国」は内閣府

具体的なグラフの見方(27ページの県生産指数を例として) 

 12か月移動平均は、平均値を算出する月の前６

か月、当該月、及び先５か月の12か月分を単純に

平均した値です。 

 移動平均値をグラフにすると、各月ごとの変動

が緩和されたなめらかなグラフとなり、系列の大

まかな動きをつかむのに適しています。 

 また12か月移動平均はブライ・ボッシャン法に

よる個別系列の山や谷の設定方法の手順の一つに

利用されており、12か月移動平均のグラフでみえ

留意事項 

● 全国の景気動向指数の系列に採用されていない指標

は、全国のグラフを掲載していません。 

 当月より前の６か月分合計 

＋当月の値 

＋当月より先の５か月分合計 

÷12 ＝ 

12か月移動平均 

10 個別系列の推移をみるために 
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・長期的な推移のグラフは、県は指数の各月値と12か月移動平均を重ねて表示、全国は12か月移動平均のみ表示 

・全国値は鉱工業で、内閣府が公表する景気動向指数の個別系列の数値(平成28年６月分改訂値)をもとに作成 

全国 

80

90

100

H25.4 H26.4 H27.4

長 期 的 な推 移 

短期的な推移(神奈川県)  

平成 
（年） 

網かけは神奈川県の景気後退期 

県 

図２ 

図１ 

る山や谷の付近は、実際の景気転換点に含まれて

いるものがあります。 

・ブライ・ボッシャン法は⇒p.45参照 

の景気動向指数に利用されている値です。県の値

は、各月の値（細線）と12か月移動平均（太線）

のグラフを重ねて表示しています。全国の値は12

か月移動平均のみを表示しています。 

 図２は同じ県生産指数の25年度から27年度まで

の各月の値をグラフにしたもので、最近の短期的

な推移がわかります。 
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10 個別系列の推移をみるために 

グラフでみる景気の動き 
景気基準日付に影響したもの 

景気基準日付に影響しなかったもの 

指数の動きと景気の動きをみる 

 図３は、図１の県の動きに、個別系列が示す山

谷を 印と 印で追加したものです。 

 個別系列が示す山と谷はブライ・ボッシャン法

によって設定していますが、その結果は12か月移

動平均線の山谷と大差がありません。そのため、

個別系列が示す山谷は、グラフのみた目からでも

大まかな判別ができます。ただし、個別系列の山

谷がすべて景気転換点になるわけではないため、

その山谷は景気基準日付に影響したものと影響し

なかったものが生じます。このグラフから県の生

産指数は、景気変動による増減を繰り返しなが

ら、長期的には低下傾向にあるといえます。 

景気動向指数でみる景気の動き Ⅱ 

平成2 （年） 

県 

図３ 

最近の動向をみる 

最近の動向をさらに詳しくみるためには、図４に

示した短期的な推移のグラフ（図２と同じもので

す）が適しています。 

県生産指数は、25年度は緩やかな上昇傾向で、消

費税引き上げに伴う駆け込み需要の影響もあり上昇

が続きました。 

 26年度は、駆け込み需要の反動から４月に大きく

低下した後も低下傾向にありましたが、９月には上

昇に転じ、緩やかな上昇傾向が１月まで続きまし

80

90

100

H25.4 H26.4 H27.4

図４ 
駆け込み需要の反動 概 ね 緩 や か な 低 下 傾 向 

た。しかし、27年に入ると低下傾向となりました。 

 27年度は、10月は大きく上昇しましたが、概ね緩

やかな低下傾向であったといえます。 10月は大き

く上昇しましたが、概ね緩やかな低下傾向が続きま

した。  

 

他の個別系列についても、これまでの景気変動か

ら現在の様子までを追ってみていくことにより、今

後注目すべき点などがみえてきます。 

グラフから特徴をみる 

平成14年２月の景気の谷以降の県生産指数の動

きには、全国の動きのような右上がりの伸びがみ

らません。 

20年９月のリーマン・ショックの影響で、翌月

の10月から急激に低下した後、21年４月を底に上

昇していました。22年後半から弱い動きとなり、

24年中程になると低下傾向となった後、25年は上

昇傾向が続きました。消費税率の引き上げに伴う

駆け込み需要の反動もあり、26年度以降は概ね低

下傾向が続いています。 

 

全国 

消費税率引き上げに伴う駆け込み需要 
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11 個別系列の推移(一致系列) 

● 県統計センターが公表する工業生産指数月報のう

ち、製造工業全体の生産指数（季節調整値）を神

奈川県景気動向指数で利用しています。 

● 生産指数は、県内製造業の工場など事業所を対

象とした調査により、品目ごとの生産量を指数

化したものです。生産量が増える（減る）と指

数は増加（減少）します。 

● 指数のもととなるウェイトは、原則として平成

22年工業統計の付加価値額が用いられており、

調査品目数は279です。 

● ウェイトの高い業種は、輸送機械、化学、はん

用・生産用・業務用機械、食料品・飲料、石

油・石炭製品、情報通信機械工業の順となって

おり、この６業種で全体の約76％を占めていま

す。 

● 製造業は県内総生産の約17.1％注を占めており、

他産業への波及効果も大きいことから、その動

きは景気指標として中心的なものとなっていま

す。 

● 製造工業全体でみた場合は、再び製造業へ投入され

る中間財（生産財）が含まれています。 

● ある製品がより高付加価値なものへ転化しても、数

量ベースでは捉えられません。 

● 県の生産指数と全国の鉱工業生産指数はウェイトが

異なります。 

● 県の工業生産指数月報は、速報の後、翌月の月報で速

報の確報値を公表します。また毎年６月頃に前年分

(１～12月分)を補正したうえで確定値となります。 

 

留意事項 

注：｢平成25年度神奈川県県民経済計算｣による。 

 

推移 県生産指数（製造工業）とは 
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・長期的な推移のグラフは、県は指数の各月値と12か月移動平均を重ねて表示、全国は12か月移動平均のみ表示 

・全国値は鉱工業で、内閣府が公表する景気動向指数の個別系列の数値(平成28年６月分改訂値)をもとに作成 

（H22年=100） 

全国 

80

90

100

H25.4 H26.4 H27.4

長 期 的 な推 移 

短期的な推移(神奈川県)  

平成2 （年） 

網かけは神奈川県の景気後退期 

県 

C1 県生産指数(製造工業) 季節調整値 平成22年基準（H22年=100） 

● 県の生産指数は、平成14年以降の全国の鉱工業生

産指数のような伸長がみられず、低下傾向が続い

ています。 

● 25年度は、緩やかな上昇傾向で、消費税引き上げ

に伴う駆け込み需要の影響もあり上昇が続きまし

た。 

● 26年度は、駆け込み需要の反動から４月に大きく

低下した後も低下傾向にありましたが、９月には

上昇に転じ、27年１月まで上昇傾向が続きまし

た。 

● 27年度は、10月は大きく上昇しましたが、概ね緩

やかな低下傾向であったといえます。  
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11 個別系列の推移(一致系列) 

県生産財出荷指数とは 

● 県生産指数と同様に、工業生産指数月報のう

ち、生産財の出荷指数（季節調整値）を神奈川

県景気動向指数で利用しています。 

● 出荷指数とは、工場から出荷した製品の数量を

指数化したものです。 

● 生産財とは、原材料、燃料、部品、容器、消耗

品、工具など、企業の生産活動に再投入される

製品を指し、下図のとおり製造工業の財分類に

よる財別でみると、ウェイトの約５割が生産財

となっています。 

推移 

・神奈川県「平成26年工業生産指数年報」より作成 

・ウェイトは出荷指数のもの 

景気動向指数でみる景気の動き Ⅱ 
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・長期的な推移のグラフは、県は指数の各月値と12か月移動平均を重ねて表示、全国は12か月移動平均のみ表示 

・全国値は内閣府が公表する景気動向指数の個別系列の数値(平成28年６月分改訂値)をもとに作成 

全国 

70

80

90

100

H25.4 H26.4 H27.4

長 期 的 な推 移 

短期的な推移(神奈川県)  

平成2 （年） 

網かけは神奈川県の景気後退期 

県 

（H22年=100） 

C2 県生産財出荷指数 季節調整値 平成22年基準（H22年=100） 

製造工業の財分類  ウェイト 
10000分比 定   義 

 

最終需要財 4893.3 鉱工業又は他の産業に原材料等として投入されない最
終製品で、建設財を含み、企業消費財を除く 

 

投資財 2764.5 資本財と建設財の合計 

 資本財 2395.3 家計以外で購入される製品で、製造設備など原則として
想定耐用年数が１年以上で比較的購入価格の高いもの 

 建設財 369.2 建築工事用や土木工事用の資材及び建築物に対する
内装品 

消費財 2128.8 家計で購入される製品（耐久消費財と非耐久消費
財の合計） 

 耐久消費財 448.1 乗用車、冷暖房器具など、原則として想定耐用年数が
１年以上で比較的購入価格の高いもの 

 
非耐久消費
財 

1680.7 家事用消耗品、服、靴、飲食品など、原則として想定耐
用年数が１年未満又は比較的購入価格の低いもの 

生産財 5106.7 鉱工業及び他の産業に原材料等として投入される
製品で、企業消費財を含み、建設財を除く 

 
鉱工業用生産財  鉱工業の生産工程に再投入される、原材料、燃料、部

品、消耗品など 

非鉱工業用の原材料、燃料、容器、消耗品及び企業消
費財 その他用生産財   

神奈川県工業生産指数の財別格付けの定義 

製造工業 

最終需要財 

生産財 

投資財 

消費財 

資本財 

建設財 

耐久消費財 

非耐久消費財 

鉱工業用生産財 

その他用生産財 

注：財分類とは、工業生産指数を用途別に分類したもの

で、特殊分類ともいう。 

財分類注 

● 長期的には生産指数と同様に緩やかな低下傾向

となっています。 

● 生産財出荷指数は平成14年２月の景気の谷以降

は緩やかに上昇していましたが、リーマン・

ショックが発生した20年秋頃から急激に低下し

ましたが、21年２月を底に上昇傾向となり、22

年度は緩やかに上昇していました。 

● 25年度は年末まで横ばいで推移した後、26年度

は８月まで低下が続きました。９月に上昇に転

じ、27年２月まで上昇傾向が続きました。 

● 27年度は、単月でのばらつきはあるものの、低

下傾向が続いています。 

● 平成27年の平均値（原指数）は86.6と、26年の

平均値87.7、25年の平均値90.1を下回っていま

す。 
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県大口電力使用量とは 

● 大口電力需要とは、すべての電力需要のうち、動

力を使用し、かつ契約電力が500kW以上の需要

で、主に工場などで使用される産業用のものを指

し、その使用量は生産活動と密接に関係し景気動

向に敏感であるとされています。 

● 大口電力需要には、自家発電装置を備えて自らの

生産活動に必要なエネルギーを発電・消費するい

わゆる「自家発自家消費分」や特定規模電気事業

者（PPS）注からの購入分もありますが、県大口電

力使用量には含まれません。 

● 県大口電力使用量は、東京電力㈱の神奈川支店に

よる集計値を加工（季節調整）したもので、東京

電力㈱からの購入分に限られます。 

注：契約電力が50kW以上の需要家に対して、一般電気

事業者が有する電線路を通じて電力供給を行う事

業者。 

● 大口電力使用量の統計としては、電気事業連合会によ

る電力会社毎の電力需要実績（月次）があります。 

● また、関東経済産業局では、管内の電力需要実績を

月次で公表しています。資源エネルギー庁では電力

調査統計として、同様の全国版を集計し作成してい

ます。 

● 電力需要の基本区分は右表のとおりです。通常、大

口電力需要は総需要の再掲で集計されます。 

留意事項 

● 県大口電力使用量は、長期的な推移でみると、県

の生産指数と同様に低下基調にあります。全国の

使用量にみられるような平成14年以降の伸びはみ

られません。 

● 19年から20年中頃までは緩やかに増加した後、20

年11月から急激に減少しましたが、21年２月を底

に増加傾向に転じました。 

● 22年の半ばに低下傾向に転じた後、23年３月の東

日本大震災により大きく落ち込みました。 

● 23年度は夏場に電力使用制限令が出され低下しま

したが、24年１月までは増加傾向にありました。 

● 25年５月以降も単月では振れがみられるものの、

概ねなだらかな低下傾向が続いています。 

・関東経済産業局電力需要速報等を参照して作成 

11 個別系列の推移(一致系列) 
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長期的な推移(神奈川県) 

短期的な推移(神奈川県)  

平成2 （年） 

網かけは神奈川県の景気後退期 

（万MWh） 

C3 県大口電力使用量 季節調整値 

推移 

１ 一般電気事業者 

 

 電灯 

 電力 

低圧電力 

 その他 

特定規模需要 

2 特定規模電気事業者 

3 特定電気事業者 

4 自家発（自家消費分） 

5 総需要（1～4の合計） 

6 大口電力需要（再掲） 

電力需要の基本区分 

・長期的な推移のグラフは、大口電力使用量の各月値と12か月移動平均を重ねて表示 
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県投資財出荷指数とは 

● 県生産指数と同様に、工業生産指数月報のうち、

投資財の出荷指数（季節調整値）を神奈川県景気

動向指数で利用しています。 

● 出荷指数とは、工場から出荷した製品の数量を指

数化したものです。 

● 投資財とは、その品目が主に企業の資本形成に利

用されるものを指し、製造機械やその付属品など

の資本財と、建設用・土木用資材などの建設財か

らなります。下図のとおりウェイトの約９割が資

本財となっています。（資本財ウェイト÷投資財

ウェイト＝2395.3÷2764.5≒0.866） 

● よって投資財出荷指数は、生産した財の出荷動向

だけではなく、企業の設備投資動向を売り手（供

給側）からみたものともいえます。 

推移 

● 長期的には、低下傾向から緩やかに上昇傾向と

なっています。 

● 投資財出荷指数は、リーマン・ショックの影響に

より、20年10月から急激に低下しましたが、21

年４月を底に上昇傾向となりました。東日本大

震災が発生した23年３月は一旦落ち込んだもの

の、５月から24年６月まで上昇傾向が続きまし

た。 

● 25年１月からはほぼ横ばいでしたが、25年度に

入ると緩やかな上昇傾向がみられました。26年

度には、単月では振れがみられるものの、概ね

横ばいの動きとなり、27年度の後半は下降傾向

となっています。 

 

留意事項 

● 大型機械などの受注生産品には、受注から生産、出

荷、稼動までのタイムラグがあります。 

● 出荷先が県外や国外向けのものも含まれています。 

景気動向指数でみる景気の動き Ⅱ 

11 個別系列の推移(一致系列) 
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・長期的な推移のグラフは、県は指数の各月値と12か月移動平均を重ねて表示、全国は12か月移動平均のみ表示 

・全国値は内閣府が公表する景気動向指数の個別系列の数値(平成28年６月分改訂値)をもとに作成 
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長 期 的 な推 移 

短期的な推移(神奈川県)  

平成2 （年） 

網かけは神奈川県の景気後退期 

県 

（H22年=100） 

C4 県投資財出荷指数 季節調整値 平成22年基準（H22年=100） 

・神奈川県「平成26年工業生産指数年報」より作成 

・ウェイトは出荷指数のもの 

神奈川県工業生産指数の財別格付けの定義 

製造工業の財分類  ウェイト 
10000分比 定   義 

 

最終需要財 4893.3 鉱工業又は他の産業に原材料等として投入されない最
終製品で、建設財を含み、企業消費財を除く 

 

投資財 2764.5 資本財と建設財の合計 

 資本財 2395.3 家計以外で購入される製品で、製造設備など原則として
想定耐用年数が１年以上で比較的購入価格の高いもの 

 建設財 369.2 建築工事用や土木工事用の資材及び建築物に対する
内装品 

消費財 2128.8 家計で購入される製品（耐久消費財と非耐久消費
財の合計） 

 耐久消費財 448.1 乗用車、冷暖房器具など、原則として想定耐用年数が
１年以上で比較的購入価格の高いもの 

 非耐久消費
財 

1680.7 家事用消耗品、服、靴、飲食品など、原則として想定耐
用年数が１年未満又は比較的購入価格の低いもの 

生産財 5106.7 鉱工業及び他の産業に原材料等として投入される
製品で、企業消費財を含み、建設財を除く 

 
鉱工業用生産財  鉱工業の生産工程に再投入される、原材料、燃料、部

品、消耗品など 

非鉱工業用の原材料、燃料、容器、消耗品及び企業消
費財 その他用生産財   
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県有効求人数（除く学卒）とは 

留意事項 

● 県有効求人数とは、神奈川労働局の業務統計であ

る神奈川労働市場月報にて公表される有効求人数

（季節調整値）のことをいい、神奈川県景気動向

指数では「新規学卒者を除きパートタイムを含

む」値を利用しています。 

● これは学校卒業予定者の採用分（いわゆる新卒採

用）を除くほか、雇用期間や就業形態について、

常用労働に限らず季節労働やパートタイムなどす

べての期間や形態を含む値という意味です。 

● ここでいう有効求人数は、「月間有効求人数」の

ことを指し、月間有効求人数とは、前月から繰り

越された求人票の有効期限が翌月以降にまたがっ

ている未充足の求人数と、当月の新規求人数の合

計数をいいます。 

● 企業は、その業績により雇用水準を変化させるた

め、景気拡張期には求人が多くなり、景気後退期

には求人が少なくなります。 

● 求人数、求職者数ともに神奈川労働局管内受付件数

による集計です（住所地や従業地での区分による集

計ではありません。）。 

推移 

● この指標の長期的な推移グラフをみると、景気変

動による増減を繰り返している様子がよくわかり

ます。しかし、直近の景気循環にはずれが生じて

います。 

● 直近のピークは平成18年２月で、その後は減少傾

向となり、19年頃はいったん横ばい傾向となった

ものの、その後は20年９月のリーマン・ショック

の影響もあり、21年６月まで大きく減少しまし

た。 

● その後は、21年10月を底に27年度まで上昇傾向が

続いています。 

・神奈川労働局「労働市場年報」より作成 

11 個別系列の推移(一致系列) 

用  語 意  味 

新規求人数 期間中に新たに受付した求人数（採用予定人員） 

月間有効求人数 前月から繰り越された有効求人数＋当月の新規求人数 

新規求職申込件数 期間中に新たに受付した求職申し込みの件数 

月間有効求職者数 前月から繰り越された有効求職者数＋当月の新規求職申込件数 

3
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・長期的な推移のグラフは、有効求人数の各月値と12か月移動平均を重ねて表示 

（万人） 

7

8

9

10

11

H25.4 H26.4 H27.4

長期的な推移(神奈川県)  

短期的な推移(神奈川県)  

平成2 （年） 

網かけは神奈川県の景気後退期 

（参考） 

C5 県有効求人数（除く学卒） 季節調整値 
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県雇用保険初回受給者数とは 

● 雇用保険初回受給者数は、失業率を代替する雇用

指標です。 

● 雇用保険は主に失業時に給付を受けるものとなっ

ていますが、このうち一般被保険者にかかる求職

者給付の基本手当（いわゆる通常の失業給付）を

受けた人数について、神奈川県景気動向指数で独

自に季節調整を行ったうえで利用しています。 

● 初回受給者数とは雇用保険受給期間内において１

回目の支給を受けた人数のことです。この値は失

業率を代替すると考えられますが、例えば３月末

に退職した場合、給付の開始は５月頃となりま

す。また自己都合退職の場合は、３か月間の給付

制限期間があり、初回給付まではさらにタイムラ

グが生じます。 

● 雇用保険初回受給者数は、企業の生産活動を背景

とする労働需要に応じて、景気拡張期は減少し、

景気後退期には増加する傾向があります。このよ

うに、景気の動きに対して反対に動く指標を、神

奈川県景気動向指数では逆サイクルと呼んでいま

す。 

● なお、失業率を示す統計としては総務省統計局の

労働力調査があり、その一つに完全失業率の都道

推移 

● 推移のグラフでは、縦軸を逆目盛にしています。

(上に行くほど値が小さい) 

● 長期的な推移では、景気動向に応じて増減を繰り

返している様子がよくわかります。 

● この指標は平成14年以降、一貫して改善傾向を示

した後、19年度始めから20年11月頃まで横ばいで

推移していました。20年12月から急激に悪化しま

したが、21年5月を底に回復傾向にあり、23年度

も引き続き緩やかに回復していました。 

● 24年度に入ると、緩やかながらも悪化傾向となり

ましたが、12月を底にその後は27年度まで緩やか

な上昇傾向が続いています。 

府県別結果（モデル推計値、四半期平均）が参考

値として公表されています。 

留意事項 

● 記載した雇用保険の制度内容については、説明のため

簡略化しています。 
● 県内の雇用保険初回受給者数（実数値）は、神奈川労

働局発行の労働市場月報などに掲載されています。 

11 個別系列の推移(一致系列) 

景気動向指数でみる景気の動き Ⅱ 
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・逆サイクルのため縦軸の目盛を上下逆にしている 

・長期的な推移のグラフは、雇用保険初回受給者数の各月値と12か月移動平均を重ねて表示 

5.0

6.0

7.0

8.0
H25.4 H26.4 H27.4

長期的な推移(神奈川県)  

短期的な推移(神奈川県)  

平成2 （年） 

網かけは神奈川県の景気後退期 

（千人） 

C6 県雇用保険初回受給者数（逆サイクル） 季節調整値 
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11 個別系列の推移(一致系列) 
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・長期的な推移のグラフは、県は指数の各月値と12か月移動平均を重ねて表示、全国は12か月移動平均のみ表示 

・全国値は内閣府が公表する景気動向指数の個別系列の数値(平成28年６月分改訂値)より作成 

90

100

110

120

H25.4 H26.4 H27.4

短期的な推移(神奈川県)  

平成2 （年） 

網かけは神奈川県の景気後退期 

全国 

県 

（H22年=100） 
長 期 的 な推 移 

県所定外労働時間指数とは 

● 所定外労働時間指数とは、早出、残業、休日出

勤などのいわゆる残業時間数について、平成22

年を基準年として指数化したものです。 

● 正月や連休などによる増減を季節変動として除

去すると、景気変動に対応して増減する様子が

よくわかります。 

● 季節調整は神奈川県景気動向指数で独自に行っ

ています。 

● 神奈川県景気動向指数では、以前、「製造業」の

所定外労働時間指数を先行系列で利用していまし

たが、25年１月分公表時に、対象範囲の広い「調

査産業計」とし、一致系列に変更しました。 

● 景気が好転し経済活動が活発になると、企業はそ

れまでよりも労働力が必要となりますが、雇用水

準を変化させる前に、時間外労働で対応します。

所定外労働時間指数は、景気拡張期には上昇し、

逆に景気後退期になると低下します。 

推移 

● 長期的な推移では、景気動向に応じて増減を繰り

返している様子がよくわかります。 

● 平成14年２月を谷とする景気拡張期では、16年中

頃から17年中頃にかけて弱い動きとなった時期を

除き、ほぼ一貫して改善傾向を示していました。 

● 20年９月のリーマン・ショックの影響で、20年10

月から急激に悪化した後、21年２月を底に回復傾

向にありましたが、22年11月をピークに低下を始

め、東日本大震災の影響により23年４月は大きく

落ち込みました。 

● しかし、23年５月には上昇傾向となり、24年度に

入って一旦低下傾向に転じたものの、25年になる

と再び上昇傾向となり、25年度は上昇を続けまし

た。 

● 26年度以降は概ね横ばいの状態が続いています。 

留意事項 

● この統計の調査では、定期的に調査対象事業所の入替

えを行っており、その際に調査結果に時系列的な

ギャップが生じるおそれがあることから、正確な時系

列比較ができるように、調査対象事業所の入替えに併

せて、過去の指数を適宜修正しています。この修正の

ことを通常、ギャップ修正と呼んでいます。 

・厚生労働省「毎月勤労統計調査年報」より作成 

用  語 意  味 

 総実労働時間数  所定内労働時間数と所定外労働時間数の合計 

 所定内労働時間数 
事業所の就業規則で定められた正規の始業時

刻と終業時刻との間の実労働時間数 

 所定外労働時間数 
早出、残業、臨時の呼出、休日出勤などの実労

働時間数 

C7 県所定外労働時間指数（調査産業計） 季節調整値 平成22年基準 事業所規模30人以上 
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横浜港等輸出入通関実績とは 

● 横浜港等とは、横浜港、川崎港、横須賀港を指

します。この３港は関税法上にいう「開港」に

あたり、貨物の輸出及び輸入並びに外国貿易船

の入港及び出港が認められています。 

● 神奈川県景気動向指数では３港の円ベースの輸

出額と輸入額を独自に季節調整を行ったものを

合算して利用しています。よって、輸出入通関

実績は、「輸出－輸入」で示した貿易収支では

なく、貨物の取扱規模を示すものです。 

● 円ベースの評価には、税関長の公示する為替

レート（毎週変更）が用いられ、為替レート変

動の影響を受けます。 

● ３港の構成比注１は、輸出額が横浜港81.0％、川

崎港16.8％、横須賀港2.2％となっており、輸入

額は横浜港65.1％、川崎港34.2％、横須賀港

0.7％となっています。 

● 全国港別貿易額順位表(確定)注２によると、輸出

入合計額の順位は成田空港、東京港、名古屋

港、横浜港、関西空港の順となっています。川

崎港は９位、横須賀港は51位です。 

 

● 横浜港等輸出入通関実績は、景気拡張期に増加

し、後退期に減少する傾向が明瞭です。 

● 平成23年３月の東日本大震災後はＬＮＧや非鉄

金属の輸入が急増した影響もあり、23年度は22

年度に比べ高い水準が続きました。 

● 24年度前半は、減少傾向となりましたが、11月

以降は輸入額が貿易額を押上げたこともあり、

増加傾向に転じ、27年１月まで続きました。 

● 27年２月からは概ね低下傾向が続いています。 

● 27年の横浜港の輸出額注３は、前年比で5.8％増加

しました。地域別では横浜港の輸出額の５割を

超えるアジア向けが前年比3.6％増加したほか、

サウジアラビア等中東向けが同18.8％増、ＥＵ

向けが同17.3％増と大きな伸びをみせるなど、

ほとんどの地域で増加しました。 

● なお、27年の横浜港の主要輸出品目は自動車、

自動車の部分品、原動機などで、主要輸入品目

は非鉄金属、天然ガス・製造ガス、衣類・同付

属品などとなっています。 

推移と特徴 

11 個別系列の推移(一致系列) 

景気動向指数でみる景気の動き Ⅱ 
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・長期的な推移のグラフは、横浜港等輸出入通関実績の各月値と12か月移動平均を重ねて表示 

・横浜港、川崎港及び横須賀港の輸出額と輸入額の合計 

（億円） 

11000

12000

13000

14000

15000

16000

H25.4 H26.4 H27.4

長期的な推移(神奈川県)  

短期的な推移(神奈川県)  

平成2 （年） 

網かけは神奈川県の景気後退期 

C8 横浜港等輸出入通関実績※ 季節調整値     ※ 輸出額＋輸入額 

注１及び注３：｢横浜港貿易概況(平成27年分)【確定値】｣ 

       による。 

注２：名古屋税関資料「平成27年分全国港別貿易額順位表      

   (確定)による。 
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全国 

12 個別系列の推移(先行系列) 
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長 期 的 な推 移 
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網かけは神奈川県の景気後退期 

県 

80

100

120

140

160
2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

全国 

100
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130
H25.4 H26.4 H27.4

長 期 的 な推 移 

短期的な推移(神奈川県)  

平成2 （年） 

網かけは神奈川県の景気後退期 

県 

最終需要財とは、最終需要に向けられる製品を指し、神奈川県の在庫率指数は、ウェイトの約４

割が最終需要財となっています。 （財分類は⇒p.28参照） 

生産財とは、生産活動に再投入される製品を指し、神奈川県の在庫率指数は、ウェイトの約６割

が生産財となっています。 （財分類は⇒p.28参照） 
（H22年=100） 

（H22年=100） 

・逆サイクルのため縦軸の目盛を上下逆にしている ・長期的な推移のグラフは、県は指数の各月値と12か月移動平均を重ねて表

示、全国は12か月移動平均のみ表示 ・全国値は内閣府が公表する景気動向指数の個別系列の数値(平成28年６月分改訂値)より作成 

L2 県生産財在庫率指数(逆サイクル) 季節調整値 平成22年基準（H22年=100） 

L1 県最終需要財在庫率指数(逆サイクル) 季節調整値 平成22年基準（H22年=100） 

 ＜在庫率＝在庫数量÷出荷数量＞ 

在庫増(減)、出荷減(増)で在庫率指数は上昇(下降)します。在庫の増加は売れ残りの場合と

計画による場合とがあり、前者の場合は出荷も減少し在庫率指数が上昇する傾向があります。 

・逆サイクルのため縦軸の目盛を上下逆にしている ・長期的な推移のグラフは、県は指数の各月値と12か月移動平均を重ねて表

示、全国は12か月移動平均のみ表示 ・全国値は内閣府が公表する景気動向指数の個別系列の数値(平成28年６月分改訂値)より作成 

H27.11 

775.1 

H27.11 

775.1 
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（万人） 

期間中に県内の公共職業安定所が新たに受け付けた求人数（採用予定人員）です。神奈川県景気

動向指数では「新規学卒を除きパートタイムを含む」値を利用しています。 

（千㎡） 

・長期的な推移のグラフは、県は新設住宅着工床面積の各月値と12か月移動平均を重ねて表示、全国は12か月移動平均のみ表示 

・全国値は内閣府が公表する景気動向指数の個別系列の数値(平成28年６月分改訂値)より作成 

建築主から知事に提出された建築工事届出のうち住宅について集計したもので、住宅投資の動きを

みるための代表的な指標です。神奈川県景気動向指数で独自に季節調整を行い利用しています。 

12 個別系列の推移(先行系列) 

景気動向指数でみる景気の動き Ⅱ 

・長期的な推移のグラフは、県は新規求人数の各月値と12か月移動平均重ねて表示、全国は12か月移動平均のみ表示 

・全国値は内閣府が公表する景気動向指数の個別系列の数値(平成28年６月分改訂値)より作成 
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長 期 的 な推 移 

短期的な推移(神奈川県)  

平成2 （年） 

網かけは神奈川県の景気後退期 

（万人） 
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長 期 的 な推 移 

短期的な推移(神奈川県)  

平成2 （年） 

網かけは神奈川県の景気後退期 

（千㎡） 

L3 県新規求人数(除く学卒) 季節調整値 

L4 県新設住宅着工床面積 季節調整値 

県 
（左軸） 

県 
（左軸） 

全国 
（右軸） 

全国 
（右軸） 

網かけは神奈川県の景気後退期 
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12 個別系列の推移(先行系列) 
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（万台） 

普通車、小型車の新車新規登録台数及び軽自動車の新規届出台数の乗用車のみを合計したもので、

家計の消費動向をみる指標の一つです。神奈川県景気動向指数で独自に季節調整を行い利用していま

・長期的な推移のグラフは、消費者態度指数（関東）は各月値と12か月移動平均を重ねて表示、全国は12か月移動平均のみ表示 

・全国値は、原数値で、内閣府が公表する景気動向指数の個別系列の数値(平成28年６月分改訂値)より作成 

消費者の意識について、「暮らし向き」、「収入の増え方」、「雇用環境」及び「耐久消費財の買

い時判断」の４項目に関し、今後半年間の見通しを調査した結果を指数化したものです。 

・乗用車は登録ナンバーベースによる区分 

・横浜、川崎、相模、湘南ナンバーでの新規登録・届出合計 

・長期的な推移のグラフは、乗用車新車新規登録・届出台数の各月値と12か月移動平均を重ねて表示 
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網かけは神奈川県の景気後退期 
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長 期 的 な推 移 

短 期 的 な 推 移 ( 関 東 )  

平成2 （年） 

網かけは神奈川県の景気後退期 

関東 

長期的な推移(神奈川県)  

L6 消費者態度指数（関東） 季節調整値 

L5 県乗用車新車新規登録・届出台数 季節調整値 
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景気動向指数でみる景気の動き Ⅱ 
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（件） 

企業倒産件数は、季節的な要因が少ないと考えられるため、季節調整は行わずに公表された実数

値をそのまま利用しています。件数は負債総額が１千万円以上の倒産を集計したものです。 

（S45年=100） 

・長期的な推移のグラフは、日経商品指数の各月値と12か月移動平均を重ねて表示 

・日経商品指数の品目ごとのウェイトは均等 

㈱日本経済新聞社が、景気動向に敏感な値動きを示す主要商品（繊維、鋼材、非鉄金属、木材、

化学、石油、紙、食品等）の企業間取引価格を、昭和45年を100として指数化しています。 

・逆サイクルのため縦軸の目盛を上下逆にしている 

・長期的な推移のグラフは、企業倒産件数の各月値と12か月移動平均を重ねて表示 
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平成2 （年） 

網かけは神奈川県の景気後退期 
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短 期 的 な推 移 

平成2 （年） 

網かけは神奈川県の景気後退期 

12 個別系列の推移(先行系列) 

L7 県企業倒産件数（逆サイクル） 実数値 

L8 日経商品指数（42種） 実数値 （S45年=100） 
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13 個別系列の推移(遅行系列) 
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製造業全体の在庫数量を指数化したもので、在庫増は、生産増にあわせた積み増しによるもの

と、販売不振による在庫増があります。在庫がピークになったときには、すでに景気が後退を始め

ている場合が多いとされます。 

・長期的な推移のグラフは、普通営業倉庫保管残高の各月値と12か月移動平均を重ねて表示 

倉庫業の登録業者が管理運営する県内の普通倉庫の月末保管残高を、神奈川県景気動向指数で独

自に季節調整を行い利用しています。 
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網かけは神奈川県の景気後退期 
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H25.4 H26.4 H27.4

万

長期的な推移(神奈川県) 

短期的な推移(神奈川県) 

平成2 （年） 

網かけは神奈川県の景気後退期 

Lg1 県在庫指数(製造工業) 季節調整値 平成22年基準（H22年=100） 

Lg2 県普通営業倉庫保管残高 季節調整値 

・長期的な推移のグラフは、指数の各月値と12か月移動平均を重ねて表示 

（万トン） 

（H22年=100） 
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13 個別系列の推移(遅行系列) 

景気動向指数でみる景気の動き Ⅱ 
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各月末時点の常用労働者数を指数化したものです。常用労働者とはパートタイム労働者も含んで

います。神奈川県景気動向指数では、指数の前年同月比を利用しています。 

・逆サイクルのため縦軸の目盛を上下逆にしている  

・長期的な推移のグラフは、県有効求職者数の各月値と12か月移動平均を重ねて表示 

期間中に県内の公共職業安定所が新たに受け付けた求職申込み件数と、前月から繰越された有効

求職者（有効期限が翌月以降にまたがっている就職未決定の求職者）の合計数です。神奈川県景気

動向指数では「新規学卒を除きパートタイムを含む」値を利用しています。 

・長期的な推移のグラフは、県は前年同月比の各月値と12か月移動平均を重ねて表示、全国は12か月移動平均のみ表示 

・前年同月比＝当該月の指数÷前年同月の指数×100（当該月と前年同月が同じ値の場合、100.0％になる） 

・全国値は、内閣府が公表する景気動向指数の個別系列の数値(平成28年６月分改訂値)より作成 
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長 期 的 な推 移 

短期的な推移(神奈川県)  

平成2 

網かけは神奈川県の景気後退期 
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14
H25.4 H26.4 H27.4

長期的な推移(神奈川県)  

短期的な推移(神奈川県)  

平成2 （年） 

網かけは神奈川県の景気後退期 

全国 

県 

（％） 

（万人） 

Lg3 県常用雇用指数（調査産業計） 平成22年基準 前年同月比 

Lg4 県有効求職者数（除く学卒）(逆サイクル) 季節調整値 
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13 個別系列の推移(遅行系列) 
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神奈川県景気動向指数では、二人以上の世帯、関東大都市圏、勤労者世帯の１世帯当たり１か月

間の名目消費支出額の前年同月比を用いています。 

・前年同月比＝当該月の指数÷前年同月の指数×100（当該月と前年同月が同じ値の場合、100.0％になる） 

・長期的な推移のグラフは、指数の各月値と12か月移動平均を重ねて表示 

消費者物価指数は、消費者が購入する商品（財やサービス）の価格の動きを総合した物価の変化を

表します。神奈川県景気動向指数では、持家の帰属家賃を除く総合指数の前年同月比を利用していま

す。 

・前年同月比＝当該月の指数÷前年同月の指数×100（当該月と前年同月が同じ値の場合、100.0％になる） 

・長期的な推移のグラフは、関東大都市圏は家計消費支出の各月値と12か月移動平均を重ねて表示、全国は12か月移動平均のみ表示 

・全国の家計消費支出は内閣府が公表する景気動向指数の個別系列の数値(平成28年６月分改訂値)より作成 
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H25.4 H26.4 H27.4

長 期 的 な推 移 

短期的な推移(関東大都市圏)  

平成2 （年） 

網かけは神奈川県の景気後退期 
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106

H25.4 H26.4 H27.4

長期的な推移(横浜市) 

短期的な推移(横浜市) 

平成2 （年） 

網かけは神奈川県の景気後退期 

全国 

関東大都市圏 

（％） 

（％） 

Lg6 消費者物価指数(持家の帰属家賃を除く総合・横浜市) 平成22年基準 前年同月比 

Lg5 家計消費支出（勤労者世帯･関東大都市圏） 前年同月比 
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景気動向指数でみる景気の動き Ⅱ 

13 個別系列の推移(遅行系列) 
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（％） 

 貸出約定平均金利(ストックベース)は、金融機関が過去に貸出を行った際に約定した金利を各

月末の貸出残高で加重平均したものです。このうち神奈川県景気動向指数では短期金利と長期金利

を総合した金利の前年同月比を用いています。 

・前年同月比＝当該月の指数÷前年同月の指数×100（当該月と前年同月が同じ値の場合、100.0％になる） 

・長期的な推移のグラフは、前年同月比の各月値の各月値と12か月移動平均を重ねて表示 

90

91

92

93

94

95

H25.4 H26.4 H27.4

長期的な推移(神奈川県)  

短期的な推移(神奈川県)  

平成2 （年） 

網かけは神奈川県の景気後退期 

［日本銀行の金融市場調節方針］ 

・平成18年 3月：「量的緩和」を解除              ・平成25年 4月：「量的・質的金融緩和」の導入 

・平成22年10月：実質的「ゼロ金利政策」を採用         ・平成26年10月：「量的・質的金融緩和」の拡大 

・平成28年１月：「マイナス金利付き量的・質的金融緩和」導入 

Lg7 県内銀行貸出約定平均金利 前年同月比 

県内総生産 30兆2185億円 

政府最終消費支出 

● 県民経済計算では、経済活動の規模などがわかります。 

● 右の関係図では、生産活動を[生産]、その結果である 

所得分配を[分配]、財・サービスの需要構成を[支出]で 

表しています。 

● 平成25年度の県内総生産は30兆2185億円で、対全国

シェアは6.25％です。 

● 県民所得26兆9807億円のうち、県民雇用者報酬(主に労

働者の賃金)が73.6％、企業所得は20.5％を占めています。 

● 支出の構成項目では、県内総生産のうち民間最終消費

支出（主に家計の消費支出）が77.6％、総資本形成（企業

の設備投資など）が19.5％を占めています。 

● 神奈川県は主に県外就労者の所得を示す[県外からの純

所得]が高く、県民総所得(=県民総生産)は36兆1780億円

になります。 

● 平成25年度の実質経済成長率注は1.2％と２年ぶりのプ

ラスとなりました。近年の経済成長率は、景気後退期にな

るとマイナスとなる傾向があります。 

注：実質経済成長率とは、物価変動の影響が除かれた実質県内総生産

の対前年度増減率のことで、経済規模の実質的な変化を表します。 

参考：神奈川県の経済規模 

生
産 

県民所得 26兆9807億円 

県民雇用者報酬 19兆8517億円 

73.6％ 

財産所得（非企業部門）6.0％ 

企業所得 

20.5％ 分
配 

県民総所得(＝県民総生産) 36兆1780億円 

5兆9594億円 

県外からの 
純 所 得 

2.4 
4.1 

1.5 

-2.1 
-4.8 

2.4 2.9 

-1.4 

1.2 

-6.0 

-4.0 

-2.0 

0.0 

2.0 

4.0 

6.0 

17 19 21 23 25

［生産面、分配面、支出面の関係］(名目値) 

［実質経済成長率の推移］ 

平成 年度 

（単位：％） 

(平成25年度神奈川県県民経済計算より作成) 

民間最終消費支出 23兆4434億円 総資本形成 

77.6％ 

県内総生産(支出側) 30兆2185億円 
19.5％ 16.2％ 

支
出 その他 

-13.2％ 
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14 個別系列の数値 

［先行系列］  

［一致系列］  

L１ L２ L３ L４ L５ L６ L７ L８
指標名 県最終需要財

在庫率指数

（逆）

県生産財在庫

率指数（逆）

県新規求人数

（除く学卒）

県新設住宅着

工床面積

県乗用車新車

新規登録・届出

台数※２

消費者態度指

数（関東）

県企業倒産件

数（逆）

日経商品指数

（42種）

季節調整値 季節調整値 季節調整値 季節調整値※１ 季節調整値※１ 季節調整値※１ 実数値 実数値

 年 月 H22年=100 H22年=100 人 ㎡ 台 件 S45年=100

H26. 4 86.5 110.5 32,745 415,140 21,515 38.2 50 187.313

  5 86.9 116.8 33,189 308,405 20,688 40.9 45 186.105

  6 88.1 113.8 34,026 432,041 20,557 41.3 59 187.031

  7 90.5 117.1 33,565 417,441 20,695 41.9 65 187.984

  8 92.3 121.6 34,267 387,847 20,552 41.7 55 187.760

  9 80.6 124.6 33,566 386,868 20,620 41.1 41 186.677

  10 80.8 110.9 32,751 426,272 20,000 40.4 49 185.780

  11 80.7 114.4 33,604 471,416 20,497 39.7 44 186.985

  12 85.1 116.2 34,591 452,714 21,081 40.5 39 183.036

H27. 1 88.5 113.7 34,079 483,596 20,427 40.7 49 176.003

  2 97.6 118.0 33,967 481,973 20,367 41.9 40 177.430

  3 107.3 122.7 34,256 459,072 20,167 42.5 36 175.260

  4 124.4 123.9 34,770 500,930 20,294 42.0 52 177.106

  5 103.2 124.2 34,731 373,182 20,388 41.7 47 178.137

  6 129.0 115.2 34,457 425,094 20,180 42.0 38 176.769

  7 117.8 119.8 36,252 455,615 19,062 39.9 34 174.461

  8 123.2 124.9 34,653 482,676 19,580 41.5 37 169.466

  9 99.8 123.5 34,250 441,715 19,297 40.8 44 166.020

  10 106.0 117.6 37,747 409,867 19,645 42.1 42 165.098

  11 775.1 124.9 35,884 438,551 19,054 43.3 40 163.272

  12 115.4 124.2 35,774 428,029 19,138 43.5 35 160.852

H28. 1 132.0 118.9 37,867 422,906 19,735 42.8 31 155.948

  2 108.8 120.8 36,064 391,613 18,260 40.0 35 154.942

3 106.2 122.2 33,974 488,278 17,909 41.2 41 156.095

Ｃ１ Ｃ２ Ｃ３ Ｃ４ Ｃ５ Ｃ６ Ｃ７ Ｃ８
指標名 県生産指数（製

造工業）

県生産財出荷

指数

県大口電力使

用量

県投資財出荷

指数

県有効求人数

（除く学卒）

県雇用保険初

回受給者数

（逆）

県所定外労働

時間指数（調査

産業計）

横浜港等輸出

入通関実績※３

季節調整値 季節調整値 季節調整値※１ 季節調整値 季節調整値 季節調整値※１ 季節調整値※１ 季節調整値※１

 年 月 H22年=100 H22年=100 MWH H22年=100 人 人 H22年=100 百万円

H26. 4 85.0 86.4 1,154,629 104.5 91,861 6,057 106.9 1,369,415

  5 87.4 84.2 1,154,504 104.2 93,533 6,971 109.0 1,322,049

  6 86.9 84.0 1,153,047 100.6 95,622 6,592 110.2 1,387,869

  7 86.4 83.2 1,137,708 104.0 95,351 6,592 109.3 1,399,227

  8 81.0 77.6 1,158,041 91.9 95,964 6,556 108.9 1,384,572

  9 86.9 81.9 1,126,661 101.6 96,463 6,493 107.2 1,438,534

  10 86.2 80.9 1,120,690 103.5 95,692 6,400 108.4 1,456,481

  11 87.7 85.9 1,125,819 103.8 95,933 6,217 106.6 1,486,423

  12 87.2 84.9 1,125,021 102.6 95,951 6,291 106.3 1,424,136

H27. 1 92.5 85.6 1,119,945 114.2 96,443 6,196 108.4 1,507,069

  2 88.8 87.8 1,116,242 104.0 97,609 6,262 107.2 1,414,576

  3 88.6 82.8 1,094,894 102.4 97,834 6,414 108.4 1,381,629

  4 86.9 82.3 1,095,354 106.1 98,223 6,216 108.9 1,367,755

  5 86.6 82.5 1,094,954 105.2 99,360 6,191 110.1 1,344,327

  6 87.2 82.5 1,085,780 102.4 99,352 6,300 109.4 1,380,709

  7 86.2 81.3 1,110,196 100.8 100,863 6,230 108.4 1,383,316

  8 85.4 80.0 1,087,786 100.5 101,333 6,187 109.0 1,385,795

  9 86.1 81.0 1,077,044 99.4 101,214 6,396 111.2 1,321,846

  10 92.1 82.7 1,043,139 117.0 102,470 6,025 110.9 1,317,962

  11 86.7 80.2 1,063,940 103.5 103,789 5,915 111.4 1,341,085

  12 85.2 77.8 1,044,990 100.0 104,656 5,974 111.1 1,268,796

H28. 1 86.6 82.2 1,066,721 101.6 102,991 6,272 106.7 1,238,477

  2 82.8 78.9 1,040,872 93.7 103,613 5,911 106.5 1,284,725

3 86.0 80.3 1,036,958 93.6 103,887 5,516 107.5 1,175,573
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14 個別系列の数値 

［遅行系列］  

※１：神奈川県景気動向指数を作成する際に、独自に季節調整を行っている。 

※２：普通車、小型車及び軽自動車の合計 

※３：横浜港、川崎港及び横須賀港の貿易額（輸出入額）合計、円ベース 

※４：勤労者世帯 

※５：平成26年12月以前の数値は、県消費者物価指数（除く帰属家賃）をもとに神奈川県が独自に加工した指数の前年同

月比。平成27年１月以降の数値は、消費者物価指数（横浜市・除く帰属家賃）をもとに神奈川県が独自に加工した

前年同月比。 

（逆）：逆サイクル 

 

・季節調整方法は⇒p.22[参考]参照 

・逆サイクルは⇒p.８[参考]参照  
 

景気動向指数でみる景気の動き Ⅱ 

Lg１ Lg２ Lg３ Lg４ Lg５ Lg６ Lg７

指標名 県在庫指数（製

造工業）

県普通営業倉

庫保管残高

県常用雇用指

数（調査産業

計）

県有効求職者

数（除く学卒）

（逆）

家計消費支出

（関東大都市

圏）※４

消費者物価指

数（横浜市・除く

帰属家賃）※５

県内銀行貸出

約定平均金利

 

季節調整値 季節調整値※１ 前年同月比 季節調整値 前年同月比 前年同月比 前年同月比

 年 月 H22年=100 トン ％ 人 ％ ％ ％

H26. 4 95.1 1,906,380 99.9 114,466 91.6 104.1 93.7

  5 95.4 1,959,941 99.3 114,718 95.5 104.6 93.9

  6 95.3 1,985,660 99.2 114,205 97.2 104.0 93.8

  7 94.8 1,977,375 99.1 112,679 95.8 103.9 93.5

  8 94.9 2,014,020 99.1 112,882 100.8 103.7 93.4

  9 92.5 2,048,337 98.9 113,515 92.8 103.4 93.5

  10 91.9 2,021,725 99.1 112,121 104.4 103.1 93.6

  11 92.7 2,018,512 99.0 111,197 101.7 102.3 93.4

  12 92.5 1,994,963 99.2 109,586 106.6 102.6 93.1

H27. 1 94.5 1,967,819 99.8 108,701 103.2 103.1 93.3

  2 93.6 2,050,315 99.6 109,083 107.8 102.9 93.2

  3 96.0 2,118,995 101.1 108,885 90.2 103.2 93.4

  4 96.2 2,046,781 101.2 108,594 103.7 101.0 93.2

  5 93.6 2,046,986 101.4 107,996 110.1 100.8 93.3

  6 92.8 2,047,478 101.1 107,638 101.1 100.7 93.1

  7 93.7 2,170,794 101.4 107,131 102.2 100.2 93.5

  8 93.7 2,157,984 101.7 107,274 99.1 100.4 93.3

  9 93.3 2,168,796 101.6 105,752 100.1 100.1 93.4

  10 93.0 2,212,392 102.1 105,333 96.2 100.5 93.4

  11 92.3 2,228,082 100.8 105,136 93.2 100.6 93.2

  12 92.6 2,305,157 102.5 104,978 91.2 100.5 93.7

H28. 1 90.8 2,088,309 101.3 101,442 94.3 100.0 93.6

  2 95.4 2,026,681 101.0 103,130 101.9 100.3 94.1

3 93.6 2,096,605 100.1 102,946 101.1 99.9 93.0
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ヒストリカルＤⅠとは 

 ヒストリカルＤＩは、個別の系列ごとに景気の

山と谷を設定し（特殊循環日付といいます）、谷

から山にいたる期間はすべてプラス、山から谷に

いたる期間はすべてマイナスとして、次の算式に

より計算します。 

 ヒストリカルＤＩ 

＝拡張(プラス)系列数÷採用系列数×100(％) 

 個々の系列における月々の不規則な動きをなら

して変化方向を決めているため、ヒストリカルＤ

Ⅰは比較的滑らかなものとなり、景気の基調的な

動きを反映したものとなります。 

 一致指数の採用系列から作成したヒストリカル

ＤＩが50％ラインを下回る直前の月が景気の山、

上回る直前の月が景気の谷に対応し、景気転換点

の判断の基礎となります。 

 神奈川県の場合、個別系列ごとの景気の山また

は谷の設定にあたっては、ブライ･ボッシャン法を

利用しています。 

ブライ・ボッシャン法(Bry-Boschan法) 

 この手法は、個別の系列ごとに景気の山または

谷を設定する方法として、一定のルールを条件化

したもので、全米経済研究所(NBER)で開発されま

した。 

ブライ・ボッシャン法 要旨 

 対象とする個別系列に12か月移動平均をはじめ

数種類の移動平均を適用します。各移動平均の結

果に対し経験則にもとづく一定の条件からそれぞ

れ転換点（山や谷となる月）を推定し、最後は転

換点を１か所に絞り込みます。主な条件は次のと

おりです。 

1. 転換点は、その前後５か月の値のどれよりも大

きい(小さい)こと。 

2. 推定した転換点がデータの開始及び終了時点か

ら６か月以上離れていること。 

3. 山と山(谷と谷)が15か月以上離れていること。 

4. 山と谷、谷と山が５か月以上離れていること。 

5. 両端に近い山または谷については、その山や谷

が端点より高い(低い)こと。 

15 ヒストリカルＤＩ 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

県生産指数(製造工業) ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ － － － － － － － － － － － － － － － － ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋

県生産財出荷指数 ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ － － － － － － － － － － － － － － － － ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ － － － －

県投資財出荷指数 － － － － ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ － － － － － － － ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋

県有効求人数(除く学卒) ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋

県雇用保険初回受給者数 ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ － － － － － － － － － － － ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋

県所定外労働時間指数(※) － － － － ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ － － － － － － ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋

横浜港等輸出入通関実績 ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ － － － － － － － － － － － － － － － ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋

拡張系列の数　a 5 5 5 5 7 7 7 6 6 6 4 4 4 3 3 3 2 1 1 1 1 1 3 3 5 5 7 7 7 7 7 7 6 6 6 6

採用系列の数　b 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7

ヒストリカルＤＩ（%）　a÷b 71.4 71.4 71.4 71.4 100.0 100.0 100.0 85.7 85.7 85.7 57.1 57.1 57.1 42.9 42.9 42.9 28.6 14.3 14.3 14.3 14.3 14.3 42.9 42.9 71.4 71.4 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 85.7 85.7 85.7 85.7

平成23(2011)年 平成24(2012)年 平成25(2013)年

● ヒストリカルＤＩによると、平成24年2月の翌月から50％を下回り、その後、24年12月の翌月から50％

を上回っています。 

● 神奈川県景気動向指数検討委員会における検討結果も踏まえ、景気の山を平成24年1月に、平成24年12

月を景気の谷に暫定的に設定しました。⇒p.47参照 

● 今回設定した景気の山及び谷は暫定的なものであり、今後、神奈川県景気動向指数を構成する個別系列

の改訂等を踏まえ、改めて検証を行い確定します。           

注：神奈川県景気動向指数平成26年６月分（26年８月公表）の一致系列データをもとに作成している。 

  （＋）は見込み 

［ヒストリカルＤＩ表］ 

景気基準日付の設定 
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後退期間について 

国の第15循環に対応する神奈川の景気の後退期間

は、平成24年１月を景気の山とし、平成24年12月を景

気の谷とする11か月となりました。 

過去の神奈川の後退期間は最長で35か月、最短で12

か月、平均で22.7か月ですので、今回の後退期間はこ

れまでで一番短かかったことになります。 

15 ヒストリカルＤＩ 

景気動向指数でみる景気の動き Ⅱ 

0 

50 

100 

H20 H21 H22 H23 H24 H25

網かけは神奈川県の景気後退期 

（H24.1） 

山（暫定） 

（年） 

注１：神奈川県景気動向指数平成26年６月分（26年８月公表）の一致系列データをもとに作成している。 

注２：直近年のヒストリカルＤＩは、今後の個別系列の動向によって大きく変更されることがある。 

（H20.4） 

山 

（H21.4） 

谷 

［ヒストリカルＤⅠグラフ］ 

谷 山 谷 拡張 後退 全循環

S55. 6 S58. 2 32か月

S58. 2 S60. 6 S61.12 28か月 18か月 46か月 第10循環 １か月長い

S61.12 H 3. 3 H 6. 2 51か月 35か月 86か月 第11循環 ３か月長い

H 6. 2 H 9. 6 H11. 7 40か月 25か月 65か月 第12循環 ２か月長い

H11. 7 H12.12 H14. 2 17か月 14か月 31か月 第13循環 ５か月短い

H14. 2 H20. 4 H21. 4 74か月 12か月 86か月 第14循環 ０か月(同じ)

H24. 1 H24.12
暫定 暫定

景気基準日付（年月） 期　　　間 参考

国の循環と
の対応

参考

国の全循環
との差

H21. 4 33か月 11か月 44か月 第15循環 ０か月(同じ)

（再掲 13ページと同じ）  

［神奈川県景気基準日付］ 

ヒストリカルＤＩの推移 

● 平成20年３月から４月まで50.0％となった後、20

年５月に25.0％と50％を割り込みました。50％を

割り込んだ後は、20年８月から21年２月まで０％

が続きました。 

● その後、21年３月から４月まで50.0％となった

後、21年５月に75.0％と50％を上回り、その後も

継続して50％を上回りました。 

● 平成23年11月から24年１月まで62.5％となった

後、24年２月に50％を割り込みました。50％を割

り込んだ後は、24年６月から10月まで12.5％が続

きました。その後25年１月に50％を上回った後

は、継続して50％を上回りました。 

（H24.12） 

谷（暫定） 
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 神奈川県景気動向指数検討委員会(以下、委員会といいます)は学識経験者等で構成し、神奈川県景気

動向指数に係る採用系列の見直し及び過去の景気転換点の設定について専門的立場からの意見を求め検

証することを目的として設置されています。(平成９年６月26日設置) 

神奈川県景気動向指数検討委員会 

委員会開催状況 

 開催日 内   容  

第１回 H 9. 7.25 公表準備 ＫＤＩの作成(採用系列)について  

第２回 H 9. 9.11 公表準備 景気基準日付の設定、ＫＤＩの公表形式について  

  （平成10年２月、平成９年11月分よりＫＤＩ公表開始）  

第３回 H10.10.27 景気基準日付の設定 平成９年８月を景気の山と暫定  

第４回 H12.10.17 景気基準日付の設定 平成11年７月を景気の谷と暫定  

第５回 H13.11.21 
採用系列の見直し 

景気基準日付の設定 

平成９年６月を景気の山と確定  

平成11年７月を景気の谷と確定 

第６回 H14. 7.16 景気基準日付の設定 平成13年３月を景気の山と暫定 

第７回 H15.11.18 景気基準日付の設定 
平成12年12月を景気の山と確定 

平成14年３月を景気の谷と暫定 

第８回 H16.11.16 
採用系列の見直し 

景気基準日付の設定 
平成14年２月を景気の谷と確定 

第９回 H21. 6. 3 景気基準日付の設定 平成19年11月を景気の山と暫定 

第10回 H22.11.19 景気基準日付の設定 平成21年４月を景気の谷と暫定 

第11回 H25. 2.14 

景気基準日付の設定 

採用系列の見直し 

神奈川ＣＩ中心の公表形態へ移行 

平成20年４月を景気の山と確定 

平成21年４月を景気の谷と確定 

第12回 H26.11.28 
景気基準日付の設定 

採用系列の変更 

平成24年１月を景気の山と暫定 

平成24年12月を景気の谷と暫定 

第13回 H28. 6.15 
景気基準日付の設定 

採用系列の見直し 
 

● 委員会は、景気基準日付を設定するための統計データがそろった段階で随時開催されるため、開催周

期は不定期です。 

● また、景気が一循環（谷→山→谷）する毎に、景気循環への対応性が悪くなった採用系列について、

よりよい指標がある場合に入替えをするかどうかを検討しています。 

16 神奈川県景気動向指数検討委員会と採用系列の見直し 

採用系列見直しの状況 

● 第１回の委員会にて、公表開始時の採用系列を決定しました。 

● 第５・８・11・12・13回委員会で見直し等を行い、新系列にて平成13年10月分、平成16年10月分、平成

25年１月分、平成27年１月分、平成28年７月分よりそれぞれ公表しています。 

 

［委員会開催状況一覧］ 
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系　　列　　名 第１回 第５回 第８回 第11回 第12回 第13回

L1:県最終需要財在庫率指数 ○ ○ ○ ○ ○ ○

L2:県生産財在庫率指数 ☆ ○ ○

L3:県新規求人数（除く学卒） ○ ○ ○ ○ ○ ○

   県所定外労働時間指数（製造業） ☆ ○ ▲

　 県新設住宅着工床面積 ○ ○ ○ ○ ○ ▲

   県乗用車新車新規登録台数注１ ○ ○

L4:県乗用車新車新規登録・届出台数注２ ◎ ○ ○ ○

   消費者態度指数（関東） ☆ ○

L5:消費者態度指数（関東）（原系列） ◎

   建築着工床面積（工・商・サービス業計） ○ ▲

L6:県企業倒産件数 ○ ○ ○ ○ ○ ○

   日経商品指数（17種）（前年同月比） ○ ○ ○

L7:日経商品指数（42種）（実数値） ◎ ○ ○

C1:県生産指数（製造工業） ○ ○ ○ ○ ○ ○

C2:県生産財出荷指数 ☆ ○ ○

　 県大口電力使用量 ○ ○ ○ ○ ○ ▲

   県首都高神奈川線通行台数（大型） ○ ▲

C3:県投資財出荷指数 ○ ○ ○ ○ ○ ○

   県有効求人倍率（除く学卒） ○ ○ ○

C4:県有効求人数（除く学卒） ◎ ○ ○

   県雇用保険受給者数実人員 ○

C5:県雇用保険初回受給者数 ◎ ○ ○ ○ ○

   建築着工床面積（工・商・サービス業計） ☆ ▲

   県所定外労働時間指数（製造業） ○ ▲

C6:県所定外労働時間指数（調査産業計） ☆ ○ ○

   県大型小売店統計百貨店販売額 ○ ○ ▲

C7:横浜港等輸出入通関実績 ○ ○ ○ ○ ○ ○

Lg1:県在庫指数(製造工業) ○ ○ ○ ○ ○ ○

    県最終需要財在庫指数 ○ ▲

Lg2:県普通営業倉庫保管残高 ☆ ○ ○ ○ ○

    県常用雇用指数（製造業）（季節調整値） ○

    県常用雇用指数（調査産業計）（季節調整値） ◎

Lg3:県常用雇用指数（調査産業計）（前年同月比） ◎ ○ ○ ○

Lg4:県有効求職者数（除く学卒） ☆ ○ ○

  　家計消費支出（関東大都市圏）
注３（季節調整値） ○ ○ ○

Lg5:家計消費支出（関東大都市圏）
注３（前年同月比） ◎ ○ ○

    県消費者物価指数（季節調整値）注４ ○ ○ ○

　　県消費者物価指数（前年同月比）注４ ◎

    消費者物価指数（横浜市）（前年同月比）注４ ◎

Lg6:消費者物価指数（横浜市）（前年同月比）注５ ◎

    県内銀行貸出約定平均金利（実数値） ○ ○

Lg7:県内銀行貸出約定平均金利（前年同月比） ◎ ○ ○ ○

    県法人事業税調定額 ○ ○ ▲

先
行
系
列

一
致
系
列

遅
行
系
列

  ☆：追加した系列。 ◎：変更した系列。 ▲：除外した系列。 

16 神奈川県景気動向指数検討委員会と採用系列の見直し 

［採用系列の変遷］ 

注１：普通車、小型車の合計  注２：普通車、小型車及び軽自動車の合計  注３：勤労者世帯  注４：帰属家賃を除く総合 

注５：生鮮食品を除く総合 

変更 

一致系列へ 

一致系列より 

変更 

変更 

変更 

先行系列より 

先行系列へ 

先行系列より 

変更 

変更 

変更 

変更 

変更 

景気動向指数でみる景気の動き Ⅱ 

一致系列へ 
 （調査産業計に変更） 

変更 

変更 

変更 
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（「上昇」－「下降」 単位：％ポイント） 

（「良い」－「悪い」 単位：％ポイント） 

 注：平成16年第１四半期以前は「財務省景気予測調査 」の数値を利用しており、接続しません。 

● 景気動向を反映しやすい対企業アンケート調査(ビジネスサーベイ)など、県内分が公表されている景

気指標と神奈川ＣＩ及びＫＤＩの動きを比較しました。 
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17 神奈川県景気動向指数と県内景気指標 

年 

網かけは神奈川県の景気後退期 

平成12年 

平成12年 

（平成22年=100） 
 ［神奈川ＣＩ］（神奈川県統計センター） 

 ［ＫＤＩ］（神奈川県統計センター） 

 ［日銀短観 業況判断ＤＩ］（日本銀行横浜支店） 

(神奈川県分、全産業) 

［法人企業景気予測調査 景況判断ＢＳＩ］（財務省関東財務局横浜財務事務所）

(神奈川県分、全産業) 

（累積一致指数） 

（一致指数） 

網かけは神奈川県の景気後退期 

網かけは神奈川県の景気後退期 

網かけは神奈川県の景気後退期 

年 

年 

年 

平成12年 

平成12年 
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中小企業景気動向調査結果 業況判断ＤＩ 日銀短観 業況判断ＤＩ 

 日本銀行が四半期ごとに実施している企業短期

経済観測調査を一般に日銀短観といいます。業況

判断は調査項目の一つであり、各企業または各事

業所単位で、収益を中心とした業況についての全

般的な判断を[良い][さほど良くない][悪い]のい

ずれかで回答します。これを集計し「良い」と回

答した企業の構成比(％)から「悪い」の構成比

(％)を差し引いたものが業況判断ＤＩ(％ポイン

ト)となります。３か月先についても判断するなど

景気予測に利用できるほか速報性も高いため、景

気判断のための代表的な指標となっています。 

法人企業景気予測調査は財務省と内閣府が四半

期ごとに実施している調査です。景況判断は、直

前の四半期と比べた各社の景況について、[上昇]

[不変][下降][不明]のいずれかで回答します。景

況判断ＢＳＩは「上昇」と回答した企業の構成比

から「下降」の構成比を差し引いて求めます。 

（「良い」－「悪い」 単位：％ポイント） 

神奈川消費総合指数 

 神奈川消費総合指数は株式会社浜銀総合研究所

が県内の消費動向を総合的に把握することを目的

として作成し月次で公表している指数です。家計

調査の１世帯当たりの消費支出額に県内世帯数を

乗じたものをベースとしたうえ、サービス関連消

費なども含まれており、県内消費総額の水準を示

しています。指数は物価変動の影響を除いた季節

調整値となっており、2010年基準です。 

法人企業景気予測調査 景況判断ＢＳＩ 

この調査は、公益財団法人神奈川産業振興セン

ターが県内の中小企業を対象として四半期ごとに

実施しています。業況については、各社の業績状

況をどのように判断するかについて、[良い][普

通][悪い]のいずれかで回答され、「良い」と答え

た企業の構成比から「悪い」の構成比を差し引い

くことで、業況判断ＤＩを算出しています。 

Ⅲ 

17 神奈川県景気動向指数と県内景気指標 
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景気動向指数と他の経済指標 

  ［中小企業景気動向調査結果 業況判断ＤＩ］（公益財団法人神奈川産業振興センター） 

（総合） 

 

 ［神奈川消費総合指数］（株式会社浜銀総合研究所） 

網かけは神奈川県の景気後退期 

網かけは神奈川県の景気後退期 

年 

年 
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注：神奈川県金融経済概況は、文頭の「神奈川の景気は、」を省略しています。 

公表日 （日本銀行横浜支店） 公表日 （関東財務局横浜財務事務所）

1月 1月28日
一部に弱さがみられるものの、持ち直しが続い
ている（１月判断)

2月 2月12日

基調的には緩やかに回復しており、消費税率

引き上げに伴う駆け込み需要の反動などの影
響も全体として和らいでいる

3月 3月11日 基調的には緩やかに回復している

4月 4月16日 緩やかに回復している 4月22日 持ち直しが続いている（４月判断)

5月 5月18日 緩やかに回復している

6月 6月15日 緩やかに回復している

7月 7月16日 緩やかに回復している 7月29日 持ち直しが続いている（７月判断)

8月

9月 9月9日 緩やかに回復している

10月 10月14日 緩やかに回復している 10月28日 持ち直しが続いている（10月判断)

11月 11月13日 緩やかに回復している

12月 12月25日 緩やかに回復している

1月 1月27日 持ち直しが続いている（１月判断)

2月 2月12日 緩やかに回復している

3月 3月9日 緩やかに回復している

平

成
　

年

神奈川県金融経済概況　注

平
成

　
年

神奈川県の経済情勢報告

18 主な経済関連レポート（景気判断） 

27 

28 

［神 奈 川 県］ 
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公表日 （内閣府） 公表日

1月 1月23日
個人消費などに弱さがみられるが、緩やかな回
復基調が続いている

1月22日

基調的に緩やかな回復を続けており、消費税

率引き上げに伴う駆け込み需要の反動などの
影響も全体として和らいでいる

2月 2月19日
個人消費などに弱さがみられるが、緩やかな回
復基調が続いている

2月19日 緩やかな回復基調を続けている

3月 3月23日
企業部門に改善がみられるなど、緩やかな回

復基調が続いている
3月18日 緩やかな回復基調を続けている

4月 4月20日
企業部門に改善がみられるなど、緩やかな回
復基調が続いている

4月9日 緩やかな回復基調を続けている

5月 5月27日 緩やかな回復基調が続いている 5月25日 緩やかな回復を続けている

6月 6月15日 緩やかな回復基調が続いている 6月22日 緩やかな回復を続けている

7月 7月21日 緩やかな回復基調が続いている 7月16日 緩やかな回復を続けている

8月 8月26日
このところ改善テンポにばらつきもみられるが、

緩やかな回復基調が続いている
8月10日 緩やかな回復を続けている

9月 9月25日
このところ一部に鈍い動きもみられるが、緩やか

な回復基調が続いている
9月16日

輸出・生産面に新興国経済の減速の影響がみ

られるものの、緩やかな回復を続けている

10月 10月14日
このところ一部に弱さもみられるが、緩やかな回

復基調が続いている
10月8日

輸出・生産面に新興国経済の減速の影響がみ

られるものの、緩やかな回復を続けている

11月 11月25日
このところ一部に弱さもみられるが、緩やかな回

復基調が続いている
11月20日

輸出・生産面に新興国経済の減速の影響がみ

られるものの、緩やかな回復を続けている

12月 12月21日
このところ一部に弱さもみられるが、緩やかな回
復基調が続いている

12月21日
輸出・生産面に新興国経済の減速の影響がみ
られるものの、緩やかな回復を続けている

1月 1月20日
このところ一部に弱さもみられるが、緩やかな回
復基調が続いている

1月30日
輸出・生産面に新興国経済の減速の影響がみ
られるものの、緩やかな回復を続けている

2月 2月25日
このところ一部に弱さもみられるが、緩やかな回
復基調が続いている

3月 3月23日
このところ弱さもみられるが、緩やかな回復基調

が続いている

平
成

　
年

平

成
　

年

  経済・物価情勢の展望
   (平成27年以前：金融経済月報)　注２

　　　　　　　　　　（日本銀行）

月例経済報告　注１

注１：月例経済報告は、文頭の「景気は、」を省略しています。 

注２：金融経済月報及び経済・物価情勢の展望は、文頭の「わが国の景気は、」を省略しています。 

18 主な経済関連レポート（景気判断） 

Ⅲ 景気動向指数と他の経済指標 

27 

28 

［全 国］ 
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